
平 成 ３ ０ 年 度 事 業 報 告 書 

平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで 

 

第１ 庶務事項 

 

１．協会の沿革 

昭和４１年１０月２５日  都内１２団体を統合、東京陸上運輸協会設立 

   昭和４２年１０月 １日  事務局の整備によって業務開始 

   昭和４５年 ３月２５日  社団法人東京陸上運輸協会設立認可 

（認可番号 ７０東陸総総第１１５号） 

   昭和４５年 ５月２８日  社団法人東京都トラック協会に名称変更 

                （認可番号 ７０東陸総総第２３５号） 

   平成２５年 ３月２５日  東京都より一般社団法人への移行認可を受ける 

                （認可番号 ２４生都管第４０１２号） 

   平成２５年 ４月 １日  一般社団法人東京都トラック協会発足（登記） 

   平成２７年 ４月 １日  一般社団法人東京都トラック協会公認支部発足 

                現在に至る 

 

 ２．会員数（平成３１年３月３１日現在） 

会員種別 会員数 備考 

普通会員 ３，２３７  

副 会 員    ４８  普通会員の支店・支社・営業所等 

特別会員        ２ 
 全国物流ネットワーク協会 
 東京環境保全協会 

地域会員     ２ 
 東京都トラック協会八丈島支部 
 東京都トラック協会三宅島支部 

 

 ３．登記事項 

登記年月日 会員数 宛先 

平成３０年７月２０日 役員変更登記 東京法務局新宿出張所 

平成３０年１０月９日 役員変更登記 東京法務局新宿出張所 

 

４．役員等の異動 

平成３０年度は役員改選期であったため、５月３０日開催の第１回理事会で会長候補者選出管理

委員会による会長候補者の選出を行い、浅井隆氏が会長候補者に選出された。その後、６月２２日



開催の通常総会で理事１１８名及び監事４名が選任されたことを受け、同日開催の第２回理事会で

会長候補者の浅井隆理事を会長に選定したほか、副会長１０名、常任理事４０名、専務理事１名及

び常務理事４名を選定した。また、支部長２５名の選定及び役員待遇（重要な使用人）４名の選任

を行うとともに、理事会の同意を受け、会長が名誉会長２名、審議役１４名及び評議員１１４名の

委嘱を行った。 

なお、期中に稲吉俊治理事が死去し、浜野佶平評議員が退会した。 

平成３１年３月３１日現在の役員等の構成は、理事１１７名（会長・副会長・常任理事・専務理

事・常務理事を含む）、監事４名、評議員１１３名、審議役１４名である。 

 

 ５．事務局について 

   期初時点での事務局体制は、専務理事１名、常務理事４名、役員待遇５名、職員４５名であった。 

   期中に専務理事１名の退任、専務理事１名の選定（常務理事からの昇任）、常務理事１名の選定（役

員待遇からの昇任）、職員４名の退職（定年３名、東京都からの派遣期間終了１名）があった。 

   期末時点での事務局体制は、専務理事１名、常務理事４名、役員待遇４名、職員４１名である。 

 

 ６．諸会議の開催状況及び諸行事の実施状況（５７～８０ページ参照） 

 

 

第２ 概況 

 

平成３０年度の我が国経済は、企業収益が過去最高を記録する中で設備投資が増加するとともに、

雇用・所得環境の改善により個人消費の持ち直しが続くなど、経済の好循環は着実に回りつつあるが、

夏に相次いだ自然災害により、個人消費や輸出を中心に、経済は一時的に押し下げられた。この結果、

平成３０年度の実質国内総生産（実質ＧＤＰ）成長率及び名目国内総生産（名目ＧＤＰ）成長率はい

ずれも０．９％程度と見込まれる。 

また、平成３０年度の国内貨物総輸送量は、設備投資や個人消費が底堅く推移する中で、消費関連

貨物及び生産関連貨物が堅調であったが、住宅投資や公共投資の低迷を受け、建設関連貨物が大幅に

落ち込んだことから、総輸送量は０．９％減と３年ぶりにマイナスとなった。 

  こうした中、東ト協は「会員重視の協会」「会員のための協会」の実現に向け、支部長や支部役員

との意見交換等を通じて会員の要望・意見を把握し、適時適切な会員サポートに努めるとともに、安

全で安心な輸送サービスの提供や災害時等における救援物資の輸送など、都民や国民の生活（くらし）

と生命（いのち）を守るライフラインとしての公共的使命を果たし、業界のさらなる地位向上を図る

ため、各支部、関係行政機関及び関連団体等と緊密に連携して、以下の事業を実施した。 

 

 



１．交通安全対策事業 

(1) 交通事故・労働災害事故防止活動の展開 

① 春・秋の全国交通安全運動期間中の街頭活動「統一実施日」における安全活動の展開 

② マルチビジョンを活用した春・秋の全国交通安全運動の啓発活動の実施 

③ 「トラック事故速報」の発出及び「東京都トラック時報」への掲載による会員各社への事故防止

の呼びかけ及び類似事故の再発防止の推進 

④ 運転者技能競技会の実施を通じた運転者の運転技能・知識向上の促進 

⑤ ＡＳＶ（先進安全自動車）技術等を活用した衝突被害軽減ブレーキ等の導入促進助成を通じた大

型トラック安全対策の推進 

⑥ 運転記録証明書交付料助成事業と連携したセーフティドライバー・コンテスト参加支援事業の実

施による事故防止の促進 

⑦ 日常業務式東ト協ベストドライバーコンテストや都民参加型の小学児童絵画コンテストの実施 

(2) タイムリーな教材提供による効果的な運転者講習の実施、新指導監督指針告示による初任運転者特

別講習等の安全教育の実施及び整備管理者研修の受講促進への協力 

(3) 運転者の健康管理・事故防止対策の推進 

① 睡眠時無呼吸症候群（ＳＡＳ）の検査等費用の一部助成 

② 定期健康診断受診費用の一部助成 

③ 東ト協本部を会場とした集団定期健康診断の開催 

(4) 運転者適性診断受診料の一部助成 

(5) ５トン限定準中型免許の限定解除に係る費用の一部助成 

 

２．環境対策事業 

(1) 環境性能優良トラック導入費用の一部補助並びに最新規制適合車への代替に関する融資及び税制優

遇措置等の周知 

(2) 燃費向上、交通事故低減、ＣＯ２削減等地球温暖化防止に繋がるグリーン・エコプロジェクト活動

の推進及び環境ＣＳＲ・経営改善への取り組みの積極的な支援を実施 

(3) グリーン・エコプロジェクト推進活動事業の参加拡大・拡充に向け、今後の方針を検討 

(4) 東京都「貨物輸送評価制度」の評価取得を推進 

(5) 省エネ・省資源化対策のため、ＥＭＳ・ドライブレコーダー・アイドリングストップ支援機器・環

境タイヤ（リトレッドタイヤ）の導入補助事業を実施 

(6) 「環境対策窓口」において、環境関連法令等に関する対応の相談及び補助申請受付の実施 

(7) 「トラックフェスタ ＴＯＫＹＯ ２０１８」等の環境イベントへの出展により、エコドライブの推

進における環境負荷低減対策及び地球温暖化防止対策のための周知・ＰＲ活動を展開 

(8) 「グリーン経営認証制度」の認証取得及びグリーン購入ネットワーク（ＧＰＮ）の「輸配送（貨物

自動車）」契約ガイドラインに基づく「エコ商品ねっと」への掲載促進並びに政府が推進する「COOL 



CHOICE（＝賢い選択）」の周知 

(9) ＤＰＦ問題等に係る対応を全日本トラック協会と連携して継続実施 

 

３．適正化対策 

(1) 適正化事業の情報化の促進、適正化事業指導員研修の充実、適正化事業実施機関の体制及び指導内

容の充実による貨物自動車運送適正化事業の円滑な推進 

(2) 東京都貨物自動車運送適正化事業実施機関評議委員会の円滑な運営 

(3) 運輸安全マネジメントの周知と指導 

(4) 「貨物自動車運送事業安全性評価事業（Ｇマーク制度）」の積極的な推進及び荷主・利用者等への

周知 

(5) 巡回指導時の厳正・公平な評価及び改善を要する事業所に対するきめ細かな指導 

(6) 巡回指導などを通じて、優良な運行管理事例を積極的に紹介する等、巡回指導の効果的な推進 

(7) 巡回指導を通じて、重大事故を誘発する速度超過、過労運転、過積載運行等を防止するため、事業

者及び運行管理者を対象とした啓発指導の実施 

  

４．経営環境改善事業 

(1) 東ト協経営分析調査の実施及び報告書の作成 

(2) 経営分析データの活用により、自社の財務分析を実施し、自社の強みと弱みの把握並びに原価分析

の実施等、対取引先の運賃交渉のための情報を確保するため、「経営分析報告書のデータ活用セミナ

ー」の開催 

(3) 中小トラック運送事業者の経営改善対策の推進を目的とした公的助成制度・中小企業向け諸施策へ

の対応及び全日本トラック協会経営改善対策事業との連携による経営状況把握のための諸調査 

(4) ＷｅｂＫＩＴ等による中小事業者間の情報化の推進 

(5) 会員事業者の事業経営等に資するよう、機関紙「東京都トラック時報」の内容充実及び定期発行 

(6) 会員事業者からの税務・財務・労務等の相談に応じるため、経営相談・経営指導の充実強化対策の

推進 

(7) 専門輸送分野における事業の活性化を図るため、専門部会活動の推進 

(8) 行政・関係団体とのタイアップによる不正軽油使用防止対策運動の推進 

  

５．都民サービス及び広報事業 

(1) 各種広報活動の推進 

① トラック運送事業についての正しい理解及び業界のイメージアップのため、マスメディア等の活

用による業界内外への積極的なＰＲ活動の展開 

② 機関紙「東京都トラック時報」等による会員事業者への広報及び消費者、荷主、関係先等を対象

とした新聞・雑誌等による広報活動の推進 



③ トラックフェスタ及び都内各地で支部「トラックの日」イベントを開催し、業界が果たす役割や

協会の取り組み、「緑ナンバートラック」のＰＲ活動の実施を通じて、安全・安心な社会づくりに

寄与 

 

６．労働対策事業 

(1) 関係官庁・団体等との連携による労働災害防止対策の推進 

(2) 死亡事故等災害防止を目的とした労働時間短縮、過労運転防止、労働環境整備のための実効ある諸

施策の推進 

(3) 少子化・人口減少の中での労働力確保対策の推進及びトラック輸送における取引環境・労働時間の

改善・東京都地方協議会への対応 

(4) 福利厚生対策の充実 

① 会員事業所所属従業員の健康管理の徹底、健康の保持・増強を目的とした健康相談事業等福利厚

生対策の推進 

② トラック事業に従事する従業員と家族がこころとからだの健康問題に気軽に相談できる窓口とし

て開設された「東ト協健康相談（２４時間電話相談）」及びメンタルヘルス相談への対応 

③ 従業員相談事業として、実務者を対象とした職場の健康管理、労働問題等をテーマにした研修会

の開催 

(5) 労務管理の適切な対応を図るため、労務相談員制度を充実実施 

(6) 労災保険収支改善運動、労災事故撲滅運動の推進と労災保険収支改善対策の実施 

(7) 契約保養施設等の利用促進 

 

７．緊急輸送事業 

(1) 緊急物資輸送訓練等の実施による拠点支部及び東京都備蓄倉庫所在支部へのＩＰ無線機配備等、災

害時に備えた緊急物資輸送体制の整備 

(2) 東京都総合防災訓練、東京都島しょ対策訓練、首都直下地震防災訓練への参加による災害時の救援

活動意識の向上、業務の習熟及び関係機関との協力体制の確立 

(3) 東京都との「災害時における東京都災害備蓄倉庫での荷役作業等に関する協定」に基づく、東京都

災害備蓄倉庫運用訓練の実施による備蓄倉庫荷捌き業務の習熟及び災害時における関係機関との協

力体制の確立 

(4) 「物資対策に係るＷＧ」（東京都主催）等、各種防災に係る会議への参加 

(5) 全日本トラック協会主催の「物流専門家」（災害時物流コーディネーター）育成カリキュラム等を検

討する研修会に参加 

(6) 支部と市区町村における防災協定見直し等における支援 

 

 



８．税制等対策事業 

(1) 自動車関係諸税の簡素化・軽減の実現、中小企業投資促進税制の延長、特例措置の延長等トラック

運送事業並びに中小企業対策への要望を中心とした税制対策等に関する要望活動を展開 

(2) 高速道路料金の更なる引下げ、労働力不足対策、環境・交通安全対策のための補助等予算関連要望

項目について要望活動を展開 

  

９．金融環境改善事業 

(1) 経営近代化・ポスト新長期規制適合車購入等の推進のため、近代化基金による融資の斡旋及び利子

補給事業を実施 

(2) ポスト新長期規制適合車購入等のための全日本トラック協会及び東京都の融資制度を積極的に活用 

(3) 東日本大震災により被害を受けた事業者に対し、全日本トラック協会の融資制度に上乗せして利子

補給を実施するとともに、東京都や国の制度を積極的に活用 

 

10．物流効率化事業 

(1) 物流効率化、物流コスト抑制等に資する軸重・車高規制等の緩和要望、高速道路通行料金の引き下

げ及び各種割引制度等の要望活動の推進 

(2) 交通安全対策に資するため、高速道路の最高速度規制の緩和の要望活動の展開、ドライブレコーダ

ー等の有効活用の推進 

(3) 環境負荷を低減させる物流体系の構築への対応 

 

11．人材養成事業 

(1) 経営者研修及びロジスティクス研究会・青年部・女性部研修の実施等による人材養成事業の充実強   

 化 

(2) 物流経営士養成講座の実施 

 

12. 一般社団法人としての適正な体制整備事業 

法人法の趣旨に沿った協会組織の適切なガバナンスの再点検及び将来にわたる盤石なガバナンス

の構築 

 

13. 本部・支部の業務体制強化及び会員増強対策事業 

  本部と支部との連携による業務体制の強化及び未加入事業者の協会加入の促進 

 

関連事業 

(1) 「東ト協政策研究会」事業の推進 

(2) 「公益財団法人東京都トラック交通遺児等助成財団」事業への協力 



(3) 「東京都トラック運送事業協同組合連合会」事業への協力 

 

 

第３ 主な事業活動の概要 

 

１．地方近代化基金による融資等 

(1) 地方近代化基金による融資 

地方近代化基金融資事業については、近代化基金運営委員会（委員長：田中敏之副会長（平成  

３０年６月１２日の書面決議まで）・佐藤雄平副会長（７月２３日開催の第１回近代化基金運営委

員会から）、委員：１０名）において審議し、次のとおり実施した。 

① 地方近代化基金融資の推薦 

平成３０年度（第３８回）は、融資枠を３５億円とし、平成３０年５月１日から平成３１年   

１月３１日まで公募した（融資推薦の決定は月毎に実施）。 

＜平成３０年度の申込状況＞ 

ア．ポスト新長期等規制適合車導入融資 

１３２社／１３２件／１９３台、融資額：１，７３５，９００千円 

イ．一般融資 

１１社／１１件／１２台等、融資額：１３８，０００千円 

  （合計） 

１４３社／１４３件／２０５台等、融資額：１，８７３，９００千円 

以上については、近代化基金運営委員会において審査し、いずれも申込みどおりに融資推薦を

決定した。 

② 利子補給事業の実施 

ア．地方近代化基金融資（第２８回～第３８回）による金融機関からの融資を受けた会員事業者

に対し、第３１回分までについてはポスト新長期融資が１．２％、一般融資が０．８％の率で、

第３２・３３・３４回分についてはポスト新長期融資が０．９％、一般融資が０．６％の率で、

第３５・３６回分についてはポスト新長期融資が０．６％、一般融資が０．４％の率で、第３

７・３８回分についてはポスト新長期等融資及び一般融資が０．３％の率で、それぞれ利子補

給を行った。 

＜平成３０年度の実施状況＞ 

約３，８００件（延べ）／利子補給金額：２９，６７１，９２７円 

イ．全日本トラック協会が実施した中央近代化基金激甚災害融資「東日本大震災」を受けた東ト

協の会員事業者を対象に、東ト協が利子補給を上乗せして行う事業を実施した（公募 

期間：平成２３年３月２２日～平成２５年３月３１日）。 

なお、全日本トラック協会の当該事業に上乗せして利子補給を行う事業は、東ト協独自のも



のであり、他の地ト協では行われていない。 

平成３０年度の利子補給金額は、３６４，９１０円であった。 

(2) 中央近代化基金による融資（全日本トラック協会事業） 

① 補完融資 

平成３０年度も補完融資（対象事業規模：１億円以上、融資限度額の上限：５億円）を公募し

たが、東ト協会員からの申請はなかった。 

② 調整融資 

地ト協の近代化基金融資推薦見込額が公募額を超える場合に、全日本トラック協会が超過部分

の融資推薦と利子補給を行うものであるが、東ト協は推薦見込額が公募金額内であったため、申

請をしなかった。 

③ 燃料費対策特別融資 

軽油等燃料費対策及び環境・省エネルギーの重要性から、「ポスト新長期規制適合車」又は「平

成２８年排出ガス規制適合車」で「平成２７年度燃費基準」を達成した車両の導入融資を公募し

た。 

この融資は、地ト協のポスト新長期等融資を優先的に利用した上で、融資枠を超える場合に申

請が可能となり、東ト協会員からは１社１件、融資額１０，５８４千円の申請があった。 

全日本トラック協会は、申請どおりに取扱金融機関へ推薦し、融資が実行された。 

 

２．物流施設の運営 

  (1) 葛西物流施設の維持・運営 

      東ト協葛西物流拠点・緊急輸送センター（江戸川区臨海町３－１－１）については、東ト協カー

ドロッカー・駐車場の管理、運営及び用地内緑化施設の維持を行った。 

  (2) 東ト協カードロッカーの利用状況       

平成３０年度の利用状況は、会員の新規契約０社、解約２社であり、代理店の利用個数は３個増

加した。会員と代理店を含めた全体の利用数は、平成３１年３月３１日現在、４７社２８７個（利

用率５４％）で、昨年度と比べて１個増加した。 

なお、東ト協カードロッカーは、平成４年４月の事業開始から２７年が経過し、機械部品等設備

の保守管理・維持に関する改善がより一層求められている。 

    （東ト協カードロッカー利用状況推移表：１２３ページ参照）  

  (3) 緊急輸送司令室並びに災害救助物資備蓄倉庫の運営 

      緊急輸送基地としての体制を維持するため非常用食料・備品類等の購入・配備を行った。 

      また、江戸川支部事業者の協力を受け、東京都災害救助物資のほぼ全量をパレット保管とし、ハ

ンドリフトを配備することで、災害時の備蓄倉庫運用の効率化を図った。 

      ＜東京都災害救助物資の備蓄数量＞（ほぼ全量がパレット積み） 

        ・毛布：１４，６４０枚 



        ・カーペット：３８，９９５枚  

      ＜東ト協葛西緊急輸送センターにおける東ト協備蓄整備状況＞（平成３１年３月３１日現在） 

        ・ハンドリフト：３台 

        ・ＬＥＤカンテラ：１０台 

        ・備品収納用什器：固定棚３台・可動棚５台セット・制服・事務用ロッカー５台 

        ・簡易宿泊機材：２０名分  

        ・災害等緊急時及び防災訓練時着用制服類：５０名分 

        ・災害等緊急時用携帯品：３００回出動分 

        ・非常用食料：６００食分 

        ・アルミローラー・支持脚・脚立・投光機・懐中電灯・テント等緊急輸送業務用品 

        ・非常用飲料水 

  (4) 駐車場施設の運営 

      葛西駐車場については、東ト協会員事業者を対象として、平成６年３月より運用を開始している。 

平成３１年３月３１日現在、４６社１４１台（４トン１０５台、２トン３６台）が利用しており、

利用率は１００％である。なお、１５社（３６台）が駐車場の空き待ち中である。 

 

３．適正化事業確立対策の推進 

事業者に対する巡回指導を計画的に実施するとともに、安全運行指導車による街頭指導及び幹線

パトロールを行い、交通事故防止、運転マナー等についての現場指導、輸送秩序を阻害する白トラ・

名義貸し・過積載等の防止活動、さらに整備不良車両等に対する改善指導を行った。 

適正化事業の推進にあたっては、適正化事業指導委員会（委員長：岸澤武春副会長、委員１５名）

で検討のうえ、関係行政機関及び全国貨物自動車運送適正化事業実施機関（以下「全国実施機関」

という。）と連携して実施した。 

(1) 貨物自動車運送事業安全性評価事業（Ｇマーク制度）の推進 

全国実施機関は、平成 15年度から利用者がより安全性の高い事業者を選びやすくするとともに、

事業者全体の安全性の向上を図るため事業者の安全性を正当に評価し、認定、公表する「貨物自動

車運送事業安全性評価事業（Ｇマーク制度）」を推進している。 

東京都では、平成３０年度の申請事業所が４０２、認定事業所が３９１（新規９０・更新３０１)

であり、Ｇマークを取得している事業所数は、平成３０年１２月１３日現在で１，５０２となった。 

・平成３０年度における全国の申請事業所：７，５１６ 

・平成３０年度における全国の認定事業所：７，３３５ 

・全Ｇマーク取得事業所：２５，３４３ 

(2) 東京都貨物自動車運送適正化事業実施機関評議委員会の開催 

貨物自動車運送事業法改正に伴う規制緩和に対応した不適格事業者対策及び安全性評価事業の 

推進に向けて、地方実施機関の中立性・透明性を確保するとともに、貨物自動車運送事業の適正化



を一層推進するため、国土交通省並びに全国実施機関の通達に基づいて「東京都貨物自動車運送適

正化事業実施機関評議委員会」（平成１５年１０月に設置：有識者６名で構成）を年１回開催し、

評議委員から意見を賜り、運営重点等について評議し、提言を得た。 

(3) 適正化事業指導員による巡回指導の実施 

適正化事業指導員２３名により、事業者に対する通常巡回指導７９８件を実施した（適正化事業

指導員業務実績月別統計表：１２４ページ、巡回指導項目別集計表：１２５ページ参照）。また、

５両未満の事業者（霊柩・一般廃棄物）に対しては、個別指導により１３１件実施した。 

(4) 新規巡回指導の実施 

新規許可事業者に対する新規巡回指導５２件を実施した。 

(5) 幹線パトロールの実施 

安全運行指導車（パトロール車）３両を配車し、幹線パトロールにより、交通事故防止、運転マ

ナー、車体表示、積載方法等についての現場指導を実施したほか、白トラ行為防止の指導に努めた。 

（パトロール指導件数：１２６ページ参照） 

(6) 適正化事業指導員の指導力の向上 

指導員が職責を自覚し、自信をもって指導に当たるとともに、さらにその指導力を向上させるた

め、関東ブロック研修会、東京運輸支局等連絡会議及び部内業務検討会等を開催し、指導基準の統

一を図ったほか、事業者向けの配布資料を作成し巡回指導に活用した。 

(7) 行政との連携強化 

次のとおり、情報交換、会議等を通じて、行政との連携強化を図った。 

・新規許可事業者に対する指導講習会への参画：６回・５９事業者 

・行政庁による監査後のフォローアップ（改善状況の確認）：１０４事業者 

・乗務時間等告示違反営業所に対する特別巡回指導：３１事業者 

・東京運輸支局との情報交換のための連絡会議：５回 

 

４．事業近代化対策の推進 

(1) 経営基盤確立対策 

① 労務関係推進事業の実施 

会員事業者の事業経営における重要な業務である労務管理への支援事業を実施した。 

ア．労務相談の実施 

労働基準法改正内容等、労務関係全般にわたる相談に対応し、会員事業者における適切な労

務管理を推進するため、労務相談員２名を配置して、事業者の取り組みを支援した。 

なお、労務相談員による個別相談は４８回の実施となった。 

イ．統一協定様式等の作成・配布 

３６協定等労働行政への届出書類のモデル等をまとめた冊子と、時間外労働及び休日労働に

関する協定届及び協定書用紙を作成し、平成３１年１月に全会員に配布して会員事業者の利便



に供した。 

ウ．労務講習会の開催 

平成３１年２月１２日・１３日・１５日の３回、会員事業者を対象にした労働時間に関する

法的規制並びに３６協定等労務管理書類の記入・作成方法及び労働行政への届出方法や注意事

項等について、本部労務相談員を講師に労務講習会を開催した（受講者数：計４２３名）。 

エ．過労死等防止・健康起因事故防止セミナーの開催 

平成３０年１１月７日・平成３１年２月８日の２回、全日本トラック協会との共催でトラッ

ク運送事業者の過労死等の防止と健康起因事故の低減を図るため、過労死等防止対策、健康起

因事故防止対策、過労死等労災事例及び労災補償等について、東京産業保健総合支援センター、

全日本トラック協会、及び陸上貨物運送事業労働災害防止協会より講師を招聘し、「過労死等

防止・健康起因事故防止セミナー」を開催した（受講者数：計２７８名）。  

   ② 労災保険収支改善推進事業の実施 

       労務講習会において、陸上貨物運送事業労働災害防止協会より講師を招聘し、労働災害防止等収

支改善運動及び睡眠時無呼吸症候群（ＳＡＳ）について講習した。 

       また、全日本トラック協会作成の「労災保険収支改善パンフレット」、「過労死等防止啓発パンフ

レット」、「睡眠時無呼吸症候群（ＳＡＳ）スクリーニング検査助成事業」に係るパンフレット等

の労務関係資料を活用して周知した。 

   ③ 税制対策事業等の実施 

ア．税制改正・予算等に関する要望活動の実施 

平成３１年度税制改正の審議にあたり「自動車関係諸税の簡素化・軽減の実現」等、平成  

３１年度税制改正・予算に関する要望を、政府及び自由民主党東京都支部連合会に対し行うと

ともに、「中小企業に対する労働力不足対策」「物流事業者に対する駐車規制の緩和」「オリ

ンピック開催時の物流対策」等、東京都に対する要望を東京都議会都民ファーストの会、都議

会自由民主党、都議会公明党、都議会立憲民主党・民主クラブに対して行った。 

また、東京都トラック輸送議員懇話会への要望や全日本トラック協会の各政党への要望等を

通じ、活動を展開する等、強力に運動した結果、「平成３１年度税制改正に関する要望と与党

税制改正大綱の結果」「東京都に対する要望と結果」（８１～９０ページ参照）に記載の成果

をあげた。 

イ．高速道路料金制度に関する要望活動の実施 

「高速道路料金の更なる引下げ」に関する要望を行い、平成３０年度末で期限を迎える高速

道路料金の大口・多頻度割引の最大割引率５０％については、ＥＴＣ２．０搭載車を対象に平

成３１年度末まで継続する予算１０９億円が措置された。 

   ④ 経営基盤強化対策事業 

ア．東ト協経営分析調査の実施及び報告書の作成 

東ト協会員の経営指標を得ることを目的に、全日本トラック協会の経営分析と同様のシステ



ムを利用した「東ト協経営分析調査」を実施し、「東ト協経営分析調査結果（平成２９年度   

（２０１７年度）決算結果）」報告書を作成した。 

イ．全日本トラック協会が実施する経営分析事業及び輸送量実態調査への協力 

厳しい経営環境や環境問題等に対応するため、平成３０年４月に全日本トラック協会が実施

した経営分析事業及び４半期に１回実施される信用保険法業種指定のための輸送量実態調査に

協力した。 

ウ．原価意識強化セミナーの開催 

原価計算の基礎から運行ルート単位、取引先単位といった実践的な内容に加え、生産性の向

上、取引先との交渉力強化に向けた内容など、中小トラック運送事業者の収益力向上に焦点を

あてた「平成３０年度原価意識強化セミナー」を平成３０年１１月２６日に全日本トラック協

会と共催し、９４名が参加した。 

エ．中小トラック運送事業者のためのＩＴ活用セミナーの開催 

中小トラック運送事業者が情報化に取り組み、生産性の向上を支援するため、ＩＴの活用方

法や導入希望の高いＩＴ機器類の導入事例等を紹介する「平成３０年度中小トラック運送事業

者のためのＩＴ活用セミナー」を平成３０年１２月７日に全日本トラック協会と共催し、６２

名が参加した。 

オ．トラック運送事業者のための人材確保セミナーの開催 

トラック運送業界における喫緊の課題である人材確保対策について、即戦力として活躍が期

待される高齢者のほか、若年者や女性等、労働者全般を対象とした雇用の確保・活用の参考と

なる「平成３０年度トラック運送事業者のための人材確保セミナー」を平成３１年２月２５日

に全日本トラック協会と共催し、６６名が参加した。 

カ．経営分析報告書のデータ活用セミナーの開催 

東ト協が発行する経営分析調査報告書のデータを活用し、財務分析により自社の強みと弱み

を把握して原価分析につなげ、取引先に対する運賃交渉戦略を検討する「平成３０年度経営分

析報告書のデータ活用セミナー」を平成３１年３月２５日に開催し、３０名が参加した。 

キ．全日本トラック協会が実施する中小トラック運送事業者のための経営診断事業への協力 

中小企業診断士等の専門家を派遣して総合的な経営診断を行い、経営実態の把握と課題抽出

等を図ることを目的に全日本トラック協会が実施した「中小トラック運送事業者のための経営

診断事業」（平成３０年度４社助成）に協力した。 

ク．全日本トラック協会が実施する自家用軽油供給施設整備支援事業への協力 

原油価格高騰情勢に対応するため、低廉かつ安定的な燃料確保に取り組むトラック運送事業

者等に対して軽油供給施設の新設・増設費用の一部を支援することを目的に全日本トラック協

会が実施した「自家用軽油供給施設整備支援事業」（平成３０年度助成２件、相談１件）に協力

した。 

ケ．全日本トラック協会が実施するインターンシップ導入促進支援事業への協力 



若年労働者確保対策の一環として、高等学校以上の教育機関より、３日間以上のインターン

を受け入れた中小事業者に助成金を交付することを目的に全日本トラック協会が実施した「平

成３０年度インターンシップ導入促進支援事業」（平成３０年度１社助成）に協力した。 

コ．退職自衛官への求人票の取り次ぎ 

全日本トラック協会を通じて防衛省・国交省から要請があった、退職自衛官への求人票の取

り次ぎ（平成３０年度取り次ぎ１件、相談１件）を行った。 

 (2) 信用保証協会の保証料に対する助成事業 

       景況の悪化等や東日本大震災等に伴う被害に鑑み、東ト協では、会員事業者の経営の安定に資す

るため、セーフティネット保証（経営安定関連保証）及び東日本大震災関連保証（東日本大震災

等に伴う被害に係る区市町村長等が発行した「り災証明書」に基づく保証）を受けた会員事業者

に対し、信用保証料の一部を助成している。 

       この事業では、信用保証協会の保証を受けた会員事業者に対し、必要保証料の２分の１の金額に

ついて、１事業者当たり２０万円（東日本大震災関連保証の場合は４０万円）を限度として助成

している（助成額の２分の１は全日本トラック協会が負担）。 

     ・平成３０年度の申請件数：１０件 

・平成３０年度の助成金額：１，４２４，４０８円 

(3) 情報システム推進事業 

① 事務のＯＡ化・データの電子化等の推進 

東ト協本部事務局にパソコン等を配備し、事務のＯＡ化・データの電子化等を推進した。なお、

平成７年１２月から運用している東ト協事務システムは、７６台のパソコンを運用し、各種情報

の管理、調査集計、会員情報の管理、トラック時報発送用データ作成、電子メール等に利用され

ている。 

   ② 東ト協ホームページにおける各種情報の提供・更新 

東ト協ホームページ（https://www.totokyo.or.jp）について、東ト協事業活動・統計等の各種

情報の提供・更新を行った（平成３０年４月から平成３１年３月までの利用件数５０９，０２６

件）。 

(4) 広報活動事業 

   ① 機関紙による広報 

       「東京都トラック時報」を毎月２回、１０日と２５日に定期発行し、協会本部・支部の事業活動、

業界・行政をめぐる動き、その他関係情報を逐次提供し、周知に努めた。 

平成３０年度は、協会の重点事業等が確実に伝わる紙面づくりに努めつつ、２２頁分相当を増

頁して発行した。特集として、①「東ト協新執行部が発足～今後の取り組み方針～」（平成３０

年７月２５日付）、②「トラックフェスタ特集」（平成３０年１０月１０日付）、③「「トラッ

クの日」児童絵画コンテスト入賞作品」（平成３１年１月１０日付）等を企画・掲載し、協会活

動への理解を促した。 



   ② 報道機関に対する広報 

ア．専門紙記者との会見・懇談会を計２回開催し、業界・協会が直面する課題をはじめ、活動方

針、内容及び進捗状況等を正副会長が報道各社に伝えることにより、業界実態の理解促進を図

った。 

イ．業界・協会の取り組みや成果等を「東ト協 News Release（ニュースリリース）」として報道

各社に伝え、業界・業界関連報道の拡大に努めた。 

    ③ 業界基礎データ集による広報 

      東京のトラック運送業界を取り巻く環境や各種統計、協会の概要・活動等に関するデータ集「Data 

File（データファイル）」を発行し、報道関係者を中心に配付するとともに研修会等でも活用し、

業界実態に対する理解促進の一助とした。 

   ④ 業界ＰＲパネルによる広報 

       「トラックの日」等の各種イベントに際して、「業界ＰＲパネル」をリニューアルして活用し、

当協会の取り組みや営業用トラックの重要性・公共性について、一般都民への理解促進を図った。 

 

５．都民サービスの向上 

(1) 輸送相談所の運営 

   ① 輸送相談所の運営 

ア．一般都民・利用者からの輸送相談への対応 

協会本部・支部に設置している３０カ所の輸送相談所において、一般都民・利用者からの輸

送相談に応じている。平成３０年度の相談実績は、２，１５７件であった。内訳は、引越しが    

７５３件（３４．９％）、小口貨物が３３８件（１５．７％）、苦情が２６件（１．２％)、そ

の他が１，０４０件（４８．２％）であった（一般都民・利用者からの相談：１２７ページ参

照）。 

イ．会員事業者等からの相談への対応 

本部・支部の輸送相談所を通じて、会員事業者等の相談に応じている。平成３０年度の相談

実績は、２５，９９９件であった。内訳は、許認可が１，６１６件（６．３％）、報告・届出

が６，３７６件（２４．５％）、労働基準関係が９４４件（３．６％）、環境問題が３３５件      

（１．３％）、その他が１６，７２８件（６４．３％）であった（会員事業者からの相談：     

１２８ページ参照）。 

ウ．輸送相談員研修会の開催 

春の引越しシーズンを控え、平成３１年３月１日に輸送相談員研修会を開催し、「引越事業

者のトラブルについて」と「全ト協の引越関連事業への取組」をテーマに研修を行った。 

② 支部業務に対する助成 

支部の活性化を図り、輸送相談業務等諸活動の円滑な執行を図るため、支部業務に対する助成  

を行った。 



(2) 緊急物資輸送体制の整備 

   ① 緊急輸送体制の検討等 

      ア．緊急輸送システム検討委員会における緊急輸送体制整備事業の検討 

         東ト協緊急輸送体制の整備事業については、「緊急輸送システム検討委員会」（委員長：岸澤

武春副会長、委員１１名）において検討を行った。 

イ．多摩広域防災倉庫運用体制検討会議の開催 

平成３０年７月１４日に「平成３０年度多摩広域防災倉庫運用体制検討会議」を開催し、

多摩広域防災倉庫運用訓練を視察するとともに、体制構築・安全対策について検討を行った。 

ウ．白鬚東備蓄倉庫運用体制検討会議の開催 

平成３１年２月２日に「平成３０年度白鬚東備蓄倉庫運用体制検討会議」を開催し、白鬚

東備蓄倉庫運用訓練を視察するとともに、体制構築・安全対策について検討を行った。 

      エ．船橋備蓄倉庫運用体制検討会議の開催 

         平成３１年２月１６日に「平成３０年度船橋備蓄倉庫運用体制検討会議」を開催し、船橋備

蓄倉庫運用訓練を視察するとともに、体制構築・安全対策について検討を行った。 

      オ．災害応急対策用貨物自動車供給契約の更新 

         東京都及び東京消防庁との間において締結している「災害応急対策用貨物自動車供給契約」

を更新した。 

       カ．緊急輸送連絡メモの作成 

           夜間災害等緊急時の連絡用として、『緊急輸送連絡メモ』（平成３０年８月版）を作成した。 

       キ．東京都船橋備蓄倉庫用地及び東京都城南大橋第二備蓄倉庫用地における駐車場利用の継続 

           東京都船橋備蓄倉庫用地及び東京都城南大橋第二備蓄倉庫用地において、緊急輸送への優先

的協力を条件に、会員貨物自動車の駐車場用地としての利用を行った。 

       ク．全日本トラック協会主催の「物流専門家」育成カリキュラム等検討研修会への参加 

           平成３０年８月８日から８月１０日に全日本トラック協会主催の「物流専門家」（災害時物

流コーディネーター）の育成カリキュラム等を検討する「緊急物資輸送担当者研修」に参加

した。 

       ケ．東京都主催の「物資対策に係るワーキンググループ」への参加 

           東京都が主催する下記の「物資対策に係るワーキンググループ」に参加した。 

・「都備蓄物資に係るワーキンググループ」（平成３０年３月８日、７月２５日） 

・「協定事業者調達物資に係るワーキンググループ」（平成３１年１月１７日） 

・「国支援物資に係るワーキンググループ」（平成３１年２月６日） 

       コ．支部と区市町村における防災協定見直し等に係る支援 

           支部と区市町村との防災協定の見直しに係る相談に応じ、内容の確認や改定案を提示し 

     再締結に向けた支援を行った。 

サ. 支部業務に対する助成 



支部の緊急輸送システム対策の充実を支援するため、支部業務に対する助成を行った。 

   ② 情報伝達機器の維持整備 

協会業務の円滑化を図るとともに、災害時における情報連絡用として活用するため、協会本部

等に配置しているファクシミリ計３機（東ト協本部２機、葛西緊急輸送司令室１機）、携帯電話７

機、携帯ルーター１機、衛星携帯電話３機、携帯無線１０機及び葛西防災基地におけるインター

ネットの接続環境を整備した。また、東京都備蓄倉庫所在支部（世田谷支部・新宿支部・深川支

部・墨田支部・葛飾支部・荒川支部）に新たにＩＰ無線機を配備するとともに、平成２６年度に

本部及び拠点支部（大田支部･練馬支部・江戸川支部・足立支部・多摩支部）並びに平成２８年度

に代替した安全運行指導者に配備したＩＰ無線機の維持を行った。 

③ 必要物品の維持・整備 

破損や摩耗の進行した本部・支部役員配備用制服類について、新たに購入・配備を行った。ま

た、緊急輸送体制整備の一環として、葛西緊急輸送センターの緊急輸送要員用非常食の備蓄を  

６００食体制で維持・整備するとともに、帰宅困難者対策として６３０食体制の整備を行った。 

    ④ 緊急物資輸送訓練等 

ア．東京都総合防災訓練等への参加 

  平成３０年９月２日に中央区・港区で実施された「平成３０年度東京都・中央区・港区合同

総合防災訓練」並びに８月２５日、８月２６日及び９月２日に開催された「第３９回九都県

市合同防災訓練」（幹事：川崎市）に防災機関の一員として参加し、緊急物資輸送を実施する

ことにより、災害時の救援活動意識の向上、業務の習熟及び関係機関との協力体制の確立を

図った。 

今回の東京都総合防災訓練では、下記の訓練を行った。 

・大森警察署で緊急通行標章の発行を受け、都救助物資備蓄倉庫（城南大橋第二備蓄倉庫）

で救援物資を積載した輸送隊が、築地カルバートに設置された中央区救援物資集積所に物

資を輸送する訓練 

・立川警察署で緊急通行標章の発行を受け、都広域輸送基地（多摩広域防災倉庫）で九都県

市等各機関からの支援物資を積載した輸送隊が、築地カルバートに設置された中央区救援

物資集積所に物資を輸送する訓練 

・有明の丘広域防災拠点に空路で輸送されてきた九都県市等各機関からの支援物資を積載し、

台場学園港陽小学校・中学校に設置された港区避難所に物資を輸送する訓練 

・東京都の指定給油所で確保された燃料を緊急通行車両へ給油するまでの手続の流れを確認

する訓練 

・築地カルバート内に現地本部を設置し、輸送隊との通信・物資受け入れの対応をする訓練 

また、九都県市合同防災訓練では、都救助物資備蓄倉庫（多摩広域防災倉庫・城南大橋第

二備蓄倉庫）で救援物資を積載した輸送隊が、災害時の緊急輸送路を１県３市（神奈川県、

さいたま市、横浜市、相模原市）の物資集積所まで輸送した。 



なお、東京都総合防災訓練及び九都県市合同防災訓練には、中央支部、港支部、大田支部

及び多摩支部より４トン車１４台、２トン車８台、協会指導車のべ５台の計２７台、人員４

９名が参加した。 

イ．多摩広域防災倉庫運用訓練の実施 

「災害時における東京都災害備蓄倉庫での荷役作業等に関する協定」に追加を検討してい

る多摩広域防災倉庫において、備蓄倉庫荷捌き業務の習熟を図り、災害時の関係機関との協

力体制の確立を図るため、平成３０年７月１４日に東京都福祉保健局と合同で「平成３０年

度東京都多摩広域防災倉庫運用訓練」を実施した。 

同訓練では、備蓄倉庫から備蓄物資を搬出してトラックの荷台に積み込む訓練を実施し、

作業効率を検証するとともに、作業時の安全確保などについて、問題点の検討を行った。 

なお、同訓練には、多摩支部より４トン車２台、協会指導車１台、作業員６名を含む人員

計１２名が参加した。 

ウ．平成３０年度首都直下地震防災訓練（実動訓練）への参加 

平成３０年１１月９日に江戸川区及び板橋区で実施された「平成３０年度首都直下地震防

災訓練（実動訓練）」に防災機関の一員として参加し、緊急物資輸送を実施することにより、

災害時の救援活動意識の向上、業務の習熟及び関係機関との協力体制の確立を図った。 

同訓練では、川崎市扇島広域防災拠点から港運協会の船舶で輸送されてきた救援物資を小

松川リバーステーションで受け取り、河川敷道路を通行して、板橋トラックターミナルに設

置した救援物資集積所まで緊急輸送を行う訓練を行った。 

なお、同訓練には、板橋支部より４トン車２台、人員４名が参加した。 

エ．東京都島しょ対策訓練への参加 

平成３０年１１月９日に実施された「東京都・小笠原村合同総合防災訓練」に防災機関の

一員として参加し、関係機関相互の連携を深めるとともに、業務の習熟を図った。  

同訓練では、小笠原支庁で救援物資を積載した輸送隊及が避難所想定の大神山公園にて物

資を引き渡す訓練と、大神山公園で協会の緊急輸送体制や交通安全への取り組み等を紹介し

たパネルを展示する訓練を実施した。 

    なお、同訓練には、小笠原村内事業者より２トン車１台の計１台、人員７名が参加した。 

オ．白鬚東備蓄倉庫運用訓練の実施 

    「災害時における東京都災害備蓄倉庫での荷役作業等に関する協定」に基づき、備蓄倉庫荷

捌き業務の習熟と災害時の関係機関との協力体制の確立を図るため、平成３１年２月２日に

東京都福祉保健局と合同で「平成３０年度東京都白鬚東備蓄倉庫運用訓練」を実施した。 

同訓練では、都の要請を受け、近隣の消防署に預けられている備蓄倉庫の鍵を受け取って

倉庫の解錠を行い、荷捌き体制を整える訓練や、備蓄倉庫から備蓄物資を搬出してトラック

の荷台に積み込む訓練を実施し、使用機材による作業効率を比較検証するとともに、作業時

の安全確保などについて、問題点の検討を行った。 



なお、同訓練には、墨田支部・葛飾支部・荒川支部・足立支部より２トン車２台、協会指

導車１台、作業員１２名を含む人員計１８名が参加した。 

カ．船橋備蓄倉庫運用訓練の実施 

    「災害時における東京都災害備蓄倉庫での荷役作業等に関する協定」に基づき、備蓄倉庫荷

捌き業務の習熟と災害時の関係機関との協力体制の確立を図るため、平成３１年２月１６日

に東京都福祉保健局と合同で「平成３０年度東京都船橋備蓄倉庫運用訓練」を実施した。 

同訓練では、都の要請を受け、近隣の消防署に預けられている備蓄倉庫の鍵を受け取って

倉庫の解錠を行い、荷捌き体制を整える訓練や、備蓄倉庫から備蓄物資を搬出してトラック

の荷台に積み込む訓練を実施し、使用機材による作業効率を比較検証するとともに、作業時

の安全確保などについて、問題点の検討を行った。 

なお、同訓練には、世田谷支部より４トン車１台、協会指導車１台、作業員５名を含む人

員計１０名が参加した。 

カ．東京都災害通信訓練への参加 

平成３０年度東京都災害通信訓練（無線定期通信訓練）に防災行政無線設置機関として参

加した。なお、防災行政無線（通話・ＦＡＸ）を使用した訓練は２回実施された。 

キ．東ト協ＩＰ無線定期通信訓練の実施 

本部、拠点支部（大田支部、練馬支部、江戸川支部、足立支部、多摩支部）及び東京都備

蓄倉庫所在支部（世田谷支部、新宿支部、深川支部、墨田支部、葛飾支部、荒川支部）に配

備したＩＰ無線機を活用した平成３０年度東ト協ＩＰ無線定期通信訓練を６回実施した。 

ク．支部緊急輸送対策 

東京都内における地域防災体制の確立・推進のため、支部独自及び関係機関（区及び市等）

との間で実施された緊急輸送訓練並びに体制整備に係る諸会議に関する費用の補助を実施し

た。 

なお、区・市が実施した防災訓練には１６支部がのべ３３回参加し、４トン車３台、２ト

ン車５８台の計６１台、人員１０２名が参加したほか、防災訓練に関する会議には１２支部

が１３回、防災体制に関する会議には１支部が３回開催した。  

 

６．人材養成事業の推進 

  (1) 教育研修の推進 

① 経営研修課程 

ア．経営者コース（経営者セミナー） 

１回目を平成３０年７月２７日に開催した（５０名参加）。 

・「今、物流事業の課題と具体的な対策について」（船井総研ロジ株式会社 山岸龍大氏、

Indeed Japan株式会社 岡田玲雄那氏） 

２回目を平成３１年３月２０日に開催した（５３名参加）。 



     ・「今、トラック業界の人手不足対応について」（Indeed Japan 株式会社 岡田玲雄那氏、

富士運輸株式会社 川上泰生氏、株式会社ライナロジクス 朴成浩氏、ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ﾄｩｴﾝﾃｨﾜﾝ株

式会社 岸本賢和氏） 

イ．経営者実務研修コース（経営者及び実務者セミナー） 

経営者、経営幹部、管理者等を対象として、平成３０年１０月１５日、平成３１年２月２６

日に開催した（１３３名参加）。 

（平成３０年１０月１５日開催分） 

・「５年後を見据えたトラック運送業のための労務管理について」～管理と行政対応のポイ

ント・ＩＴ管理・SNS活用求人～」（グローアップ社会保険労務士法人 岡本重信氏、ＳＧ

システム株式会社 飯田吉貴氏、Indeed Japan株式会社 岡田玲雄那氏） 

（平成３１年２月２６日開催分） 

・「トラック運送事業における働き方改革」（有限会社ｴｲﾁ・ｱｲ・ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ 岩﨑仁志氏） 

ウ．パソコン実技研修コース 

a. 初中級パソコンセミナー（エクセル活用コース） 

経営者、管理者等を対象として、平成３０年７月１０日～１３日に２日間コースを２回開

催し、エクセルによる売上管理表の作成、輸送指標の計算等を研修した（３６名参加）。 

b. 初中級パソコンセミナー（エクセル・パワーポイント活用コース） 

経営者・管理者等を対象として、平成３０年１０月１６日～１９日に２日間コースを２回

開催し、エクセルの活用及びパワーポイントによるプレゼンテーション資料の作成等を研修

した（２３名参加）。 

エ．中小企業大学校受講コース 

中小企業大学校（東京校）研修講座の受講生１０名に対し、受講料の３分の１の補助を行っ

た（全日本トラック協会と受講者がそれぞれ３分の１を負担）。 

② 物流経営士課程 

平成２９年１０月から平成３０年８月までの１０カ月間にわたり、全日本トラック協会の物流

経営士認定講座である第１８期物流経営士課程を実施した（修了生２６名）。  

現在は、平成３０年１０月から令和元年８月までの１０カ月間にわたり、第１９期物流経営士

課程を実施している（受講生３３名）。 

（物流経営士課程時間割表：１２１～１２２ページ参照） 

③ 壮年・青年・女性部研修課程 

ア．合同研修コース 

ロジスティクス研究会、青年部、女性部の会員を主たる対象として、平成３１年２月６日に

京王プラザホテルで開催し、「トラック運送業の労務管理のポイント」～働き方改革が自動車

運送事業者に及ぼす影響～をテーマに、グローアップ社会保険労務士法人の岡本重信氏が講演

した（１００名参加）。 



イ．ロジスティクス研究会コース 

a. 研修会 

トラック業界問題セミナーを平成３０年１０月３１日及び平成３１年３月１１日に開催し

た （６６名参加）。 

（平成３０年１０月３１日開催分） 

・「時間外労働・上限規制への対応について」（株式会社瀧澤・佐藤事務所 瀧澤学氏） 

（平成３１年３月１１日開催分） 

・「運輸業界と日本経済」（京都大学大学院工学研究科教授 藤井聡氏） 

また、温故創新セミナー「第二幕 不戦の誓いと戦後の成長を考える」「沖縄・日本国の本

土決戦の悲惨さと戦後の尽力への探求」を平成３０年４月２０日～２１日を実施した（１３

名参加）。 

b. 支部壮年部研修活動事業 

支部壮年部（１４支部）毎に支部の実情に即した自主的な研修計画を立て、のべ２０回開

催した（のべ４２６名参加）。 

c. 幹事会、正副本部長会及び各種委員会 

幹事会１回、正副本部長会１１回のほか、各種委員会を開催し、研修会及び本部連絡会等

の活動について円滑な推進を図るとともに、ホームページ及び毎月発行している機関誌「ひ

びき」により、研修結果等の周知を図った。 

ウ．青年部コース 

a. 青年部研修会 

青年部会員を対象として、平成３１年３月１２日に東京都トラック総合会館で開催した 

（５６名参加）。 

b. 青年経営者研修会 

青年部会員を対象として、平成３０年１１月２９日に東京都トラック総合会館で開催した

（４３名参加）。 

    c. 東京・大阪のトラック協会青年組織による研修交流会 

平成３０年７月２８日に大阪府の大成閣で大阪（１７名参加）の青年組織との研修交流会

を実施し、交流を図った（１２名参加・参加者総数２９名)。 

d. 全日本トラック協会青年部会「関東ブロック大会」 

関東各都県トラック協会青年部会会員を対象として、平成３０年６月２４日に埼玉県の川

越プリンスホテルで開催した（３０名参加・参加者総数２１９名)。 

e. 関東トラック協会青年部会「研修見学会」 

関東各都県トラック協会青年部会会員を対象として、平成３０年１１月９日に山梨県のシ

チズン電子株式会社及び富士山世界遺産センターを見学した（１４名参加・参加者総数９５

名）。 



f. 全日本トラック協会青年部会「全国大会」 

全国の青年経営者を対象として、平成３１年２月２２日に新宿区の京王プラザホテルで開

催した（３６名参加・参加者総数７８０名）。 

g. 幹事会及び正副本部長会の開催 

幹事会６回及び正副本部長会３回を開催し、青年部研修活動の円滑な推進を図った。 なお、

年３回発行している機関誌「きらめき」や、ホームページ及び Facebook を活用し、活動結

果等の周知を図った。 

h. 支部青年部研修活動事業の実施 

支部青年部（２５支部）毎に支部の実情に即した自主的な研修計画を立て、のべ３３回開

催した（のべ６７３名参加）。  

エ．女性部コース 

a. 女性経営者物流セミナー 

女性部会員を対象として、平成３０年６月１４日に開催した（３９名参加）。 

・テーマ：「相馬雪香さんの言葉の力とリーダーシップ」 

・講 師：尾崎行雄記念財団理事・事務局長 石田尊昭氏。 

b. 交通安全研修会 

東ト協会員を対象として平成３０年９月３日に開催した（１０４名参加） 

・テーマ：｢東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会における交通対策｣ 

・講 師：警視庁交通部交通総務課管理官 松田照功氏 

c. 一日研修見学会 

女性部会員を対象として平成３１年２月１４日に開催し、独立行政法人自動車技術総合機

構交通安全環境研究所（高山東京運輸支局長、柳瀬企画専門官ご同行）、独立行政法人国立

印刷局の施設を見学。（３２名参加） 

d. 女性経営者研修見学会 

平成３０年１１月１８日～１９日に開催し、ＪＡＸＡ地球観測センター、ＵＤエクスペリ

エンス・センターなどを見学。（２６名参加） 

e. 他道府県ト協女性経営者交流 

・平成３０年１０月２６日に福井県あわら市舟津の「グランディア芳泉」において開催され

た第２８回トラック協会（大阪・京都・兵庫・奈良・福井・滋賀 府県ト協）女性経営者交

流会に参加。（参加者総数９０名） 

f. 全日本トラック協会女性部会関東ブロック研修会 

平成３１年２月２１日、東京都、茨城県、千葉県、山梨県の１都３県により、東武ホテルレ

バント東京（東京都墨田区）において、東京都トラック協会女性部主催による第１回関東ブ

ロック研修会を開催。１５名参加（参加者総数５５名） 

・テーマ：「トラック運送業者における人材確保対策について」 



・講 師：日本ＰＭＩコンサルティング株式会社 代表取締役 小坂真弘氏 

g. 幹事会及び正副本部長会の開催 

幹事会７回及び正副本部長会９回を開催し、女性部研修活動の円滑な推進を図った。 

h. 支部女性部研修活動事業の実施 

支部女性部（２５支部）毎に支部の実情に即した自主的な研修計画を立て、のべ８回開催

した（のべ６２名参加）。 

i. 女性部による社会貢献活動 

平成３０年９月９日に交通遺児３２名及び保護者２４名（計５６名）を東京ディズニーラ

ンドへ招待した（東京都トラック交通遺児等助成財団助成事業として実施）。 

（研修会等の開催状況：１１２～１１９ページ参照）  

(2) 研修関連事業 

人材養成事業の補完と東ト協固有資料の整備保存、物流専門図書室の体制整備を目的とした物流

関係図書・資料及び教材ＤＶＤを収集するとともに、貸出・閲覧等の活用を行った（ビデオ・ＤＶ

Ｄの貸出件数：１３２件・３３３巻）。 

（図書） 

収蔵図書数：１１，６８０冊（平成３１年３月３１日現在） 

（ビデオ・ＤＶＤ） 

 収納ビデオ・ＤＶＤ数：７５６巻（平成３１年３月３１日現在） 

  

７．福利厚生対策の推進 

(1) 東ト協２４時間電話健康相談及びメンタルヘルス相談の実施 

トラック事業所で働く従業員と家族が、からだ等の問題について気軽に相談できる「東ト協電話

健康相談」（委託）は、平成２０年８月の窓口開設以降、平成３１年３月までの１２８ヶ月間にの

べ３，０５８件の相談を受けた。なお、平成３０年度には１９８件の相談が寄せられた（前年度比

２７件減少）。 

また、平成２４年度に開設した「こころの病」に関係する「メンタルヘルス相談」は、平成３１

年３月までの８４ヶ月間にのべ３８６件の相談を受けた。平成３０年度には５７件の相談が寄せら

れた（前年度比１４件増加）。 

(2) 福利厚生対策事業研修会の開催 

会員事業者の労務関係実務者等を対象として、次の４つのテーマで研修会を年２回開催した。 

① 第１回（平成３０年７月２３日）：参加者１０５名 

「事故防止のためのセルフケアと睡眠改善」「働き方改革による法令の改正内容と対応策」 

② 第２回（平成３１年３月６日）：参加者６２名 

「社員の健康を会社が守る健康経営」「『働き方改革関連法施行による運送会社の実務」 

  (3) 健康診断の実施及び受診に係る費用の助成等 



    ① 各支部が実施する定期健康診断集団検診に係る関連諸経費の一部補助 

東ト協会員事業者所属従業員の定期健康診断の受診率向上を図るため、労働安全衛生規則第  

４４条（定期健康診断）に基づく定期健康診断の集団健診について、各支部が実施する際の関連

諸経費の一部助成を行った。 

その結果、平成３０年度の実施回数は１２３回となり、 健診総受診者数は１９，８７７名とな

った。 

また、運転者の特質を考慮し、交通安全対策として突発性疾患に対応するため、オプション項

目として実施している眼底検査の受診者数は３，３５７名となった。 

② 会員事業者の定期健康診断受診費用の助成 

近年の健康起因による運転者の交通事故が増加傾向にあることから、運転者の疾病予防となる

定期健康診断の受診率向上を目指し、平成２５年度から会員事業者の定期健康診断に係る受診費

用の助成を実施しており、平成３０年度の助成者数は２２，６０２名となった。 

③ 本部集団定期健康診断の開催について 

受診率向上対策の一環として、平成２６年度より東ト協本部を会場として実施している本部集

団定期健康診断を平成３０年６月、同１１月及び平成３１年２月に計６日間開催した（６月：  

２４２名、１１月：３４１名、２月：４０１名、計９８４名）。 

(4) 睡眠時無呼吸症候群（ＳＡＳ）スクリーニング検査費用の一部助成 

平成１７年７月より全日本トラック協会がトラック運送事業に従事する労働者の健康管理及び

労災事故の防止等に寄与することを目的として実施している「睡眠時無呼吸症候群（ＳＡＳ）スク

リーニング検査助成事業」に合わせ、東ト協としても検査費用の一部を助成し、受診希望会員事業

者への申請手続き等を行った結果、申込者は１３９社２，２２０名となった。 

(5) 全日本トラック協会が行う「血圧計導入促進助成事業」の代行申請の実施 

     過労死や健康起因事故につながる、脳･心臓疾患発症の要因となる高血圧の予防には日々の血圧測

定が重要であることから、全日本トラック協会が実施する血圧計の導入助成事業について、導入希

望会員事業者への申請手続き等を行った結果、５８台の助成申請があったため、会員事業者に代わ

り、全日本トラック協会に対して助成申請を行い、血圧計の普及に努めた。 

(6) 東ト協契約保養所・レジャー施設案内パンフレットの作成・配布 

      会員事業者の従業員やその家族の利用の便に供するため、前年度に引き続き、東ト協契約保養所・

レジャー施設案内パンフレットを作成して会員事業者へ周知したほか、初任運転者教育参加者に対

して、同パンフレットの配布を行った。 

  (7) 会員の自動車教習所への紹介及びリーフレットの作成・周知 

      少子化や若者の自動車離れ等を背景として、大型自動車運転免許を取得する人口が年々減少傾向

にあり、トラック運送事業者における人材確保に多大な影響を与えている現状を踏まえ、平成２６

年６月に平和橋自動車教習所及びコヤマドライビングスクールとの間で特別優遇制度（大型自動車

等の教習料金の特別割引）に関する契約を締結し、運転免許取得希望者の紹介を行っている。平成



２９年度の紹介件数は、７２件であった。また、特別優遇制度に関するリーフレットを作成して「東

京都トラック時報」にはさみ込み（計２回）、会員事業者に周知した。 

 

８．交通安全対策の推進 

(1) 各種研修 

① 運転者適性診断補助事業 

国土交通大臣の認定を受けた独立行政法人自動車事故対策機構東京主管支所及びヤマト･スタ

ッフ･サプライ株式会社等が実施する運転者適性診断の受診(初任・適齢診断）を促進するため、

２，１５５名に対し、各受診料１名当たり２，０００円の補助を行った。 

② 運行管理者試験業務の実施 

ア．運行管理者試験センターの委託を受け、平成３０年８月２６日（東京会場：東京都市大学及

び首都大学東京／貨物申請者数３，４６９名）及び平成３１年３月３日（東京会場：亜細亜大

学及び東京経済大学／貨物申請者数 ２，７１２名）の２回にわたり、運行管理者試験業務を

実施した。 

イ．運行管理者試験合格者に関東運輸局長が交付する、運行管理者資格者証交付申請に係る手続

等の作業を行い、会員合格者の利便に供した。 

③ 整備管理者研修・運行管理者確保対策事業の実施 

ア．関東運輸局東京運輸支局が実施する整備管理者(選任後)研修の受講促進に協力し、のべ８会

場で３，７８０名が受講した。 

イ．昨今の運行管理者試験の合格率低下や５両未満事業者に対する運行管理者選任義務付け

の法制化に伴い、８月及び３月の試験直前期に事前講習会（基礎編・応用編）を２回ずつ

計４回（４日間）開催し、のべ３７１名が受講した。 

④ 初任運転者特別講習事業の実施 

事業者によっては、初任運転者講習の指導監督指針告示に基づく講習を自前で行うことが困難

なケースも想定されることから、当該講習に対応できない会員に対して東ト協が講習を外部委託

し、会員の申し込みにより、準中型運転免許の創設に伴う新指導監督指針告示（実車を使用する

教習関係を除く）に基づく座学による初任運転者特別講習を、東ト協本部で１２回（金・土・日

曜日）及び多摩支部で６回（平日）を実施し、９１１名の受講者に講習修了証明書を交付した。 

⑤ 運転者講習事業の実施 

行政等の担当官または民間学識経験者を講師に招き、会員事業者の運転者等を対象として支部

が主催した講習会において、本部が作成した教本を使用するとともに、視聴覚教材として   

「トラック運転者のための安全運転のポイント」のビデオを放映した。同講習会は、のべ５８回

実施され、受講した５，７４３名の支部会員事業者の従業員等に対して、交通安全意識の高揚を

図った。 

また、受講者には受講証明書を交付することとし、Ｇマーク申請時の加点書面の用に供するこ



ととした。 

⑥ 運転者技能競技会事業の実施 

運転者の運転技能及び知識の向上を図るため、支部及び会員事業者から選抜された６０名の参

加選手により、平成３０年７月７日に東京都トラック総合会館で学科競技を実施し、実科競技に

進む各部門上位入賞者（一般部門：１１トン１０名・４トン１０名・２トン９名、女性部門：２

名、トレーラ部門：３名 計３４名）を選抜した。 

実科競技は、平成３０年７月２９日に警視庁府中運転免許試験場で実施し、学科競技と実科競

技の総合得点上位者に対し、全部門から選抜する最優秀者、各部門別優勝者、２トン部門を除く

中小企業部門最優秀者及び各部門別の入賞者に対して賞状・カップ及び副賞を贈り表彰した。 

また、各部門（２トン部門は除く）の優勝者４名を全日本トラック協会主催の「第５０回全国

トラックドライバー・コンテスト」の東京都代表選手として推薦した。 

⑦ 運転記録証明書交付料助成事業及びセーフティドライバー・コンテスト参加支援事業の実施 

ア．事故防止の促進や再発防止に寄与するため、自動車安全運転センターが発行する運転記録証

明書の交付申請料（１名６３０円）を５，０５０名に助成し、会員の利便に供した。 

イ．会員事業者に所属する従業員５名１組でチームを編成して無事故・無違反の達成を目指す、

警視庁交通部主催の「セーフティドライバー・コンテスト」の参加者（エントリー総数    

１６，４６０名）のうち、１６，３１５名に対し、運転記録証明書交付手数料を１名あたり   

６３０円助成するとともに、無事故・無違反達成事業所に表彰状を贈呈し、Ｇマーク申請時の

加点書面の用に供することとした。 

(2) 交通安全・事故防止対策事業 

① 交通安全各種運動事業の実施 

ア．春・秋の全国交通安全運動の実施を全会員に通知するとともに、実施細目を作成・配布し、

本運動の周知徹底を図った。 

イ．春・秋の全国交通安全運動期間中に有楽町ビックマルチビジョンを活用して、交通安全運動

実施中の映像を放映することにより、広く一般に向けて当該運動を広報し、啓発を図った。 

ウ．年末･年始の輸送等に関する安全総点検を全会員に通知するとともに、実施細目、点検実施

事項、事業場内に掲示する点検実施事項及び年末年始輸送安全総点検のリボンを作成・配布し、

事故防止への周知徹底を図った。 

エ．春・秋の全国交通安全運動期間中に街頭活動の「統一実施日」を定めて、警察に協力を要請

するとともに、支部と本部とが一体となって都内交差点等で安全活動を行った。 

② 東ト協ベストドライバーコンテストの実施 

会員事業所の事業用車両にドライブレコーダーを装着して、運行中のデータの収集・解析・取

りまとめを行う、日常業務式のドライバーコンテスト（１５９事業所、１８２名参加）を開催し、

成績優秀者を表彰することにより、安全運転意識の向上を図った。 

また、収集したドライブレコーダーのデータを適性診断結果による指導に活用するため、平成



３０年１１月１５日（木）、１６日（金）、１７日（日）の３回にわたり「適性診断活用講座」

を開催し、運転者指導にあたる管理者７６名の受講者に受講証明書を交付した。 

③ 「トラックの日」児童絵画作品コンテスト実施 

募集する作品テーマを通して、広くトラック運送事業の働きをアピールするため、東京都内在

学の小学児童を対象とした児童絵画コンテスト（応募作品数３２９点）を実施し、代々木公園に

おいて開催したトラックフェスタＴＯＫＹＯ２０１８において優秀作品の受賞者を表彰するとと

もに、営業車両に入賞作品のラッピングを施すなど、トラック事業についてさらに理解を深める

ためのアピールを行った。 

④ 交通事故・労働災害防止対策事業の実施 

ア．各支部において、関係行政庁の担当官を招き、交通安全及び各地域の交通事故や労働災害防

止の推進を目的とした交通事故・労働災害防止対策会議等をのべ２３回実施した。 

イ．品川支部・大田支部・江戸川支部において支部運転競技会を実施し、支部会員運転者の知識

と技術の研鑽を高めるとともに、安全意識の向上を図った。 

ウ．支部事故防止大会を１０支部が開催し、支部会員事業者等の安全意識の向上に努めた。 

エ．事故防止セミナーとして、「ドライブレコーダ実践セミナー」を３回開催し、事故防止への

活用の向上を図った（１５１名参加） 

⑤ 全日本トラック協会が行う安全装置装着助成の代行申請の実施 

後方視野確認支援装置、呼気吸込み式アルコールインターロック装置及びＩＴ点呼に使用する

携帯型アルコール検知器の装着について、会員から１９０件４６６台の助成申請があったため、

会員事業者に代わり、全日本トラック協会に対して助成申請を行った。 

⑥ 普通救命講習会の実施 

普通救命講習会を当会館で実施し、平成３０年１０月２日に受講した４１名と同１０月３日に

受講した３８名の計７９名全員が救命技能認定証の交付を受けた。 

(3) 各種啓発事業 

① 電波媒体によるＰＲ（テレビ） 

      東京ＭＸテレビの番組「都知事定例会見」等を提供して、３０秒ＣＭを毎週１回放送し、緑ナン

バートラックのイメージアップ、業界に対する理解促進に努めた。 

   ② 電波媒体によるＰＲ（ラジオ①） 

      文化放送の番組「交通情報」を提供して、２０秒ＣＭを毎日１回放送し、交通事故防止や環境保

全等への取り組みを社会にアピールし、業界に対する理解促進に努めた。 

   ③ 電波媒体によるＰＲ（ラジオ②） 

警視庁等が春・秋の交通安全運動期間中に実施するラジオ（文化放送）活用の交通安全キャン

ペーンに協賛し、交通安全意識を高めた。 

   ④ 新聞・雑誌によるＰＲ 

トラック運送業界や行政関係専門紙等を活用して、国民・都民生活を支える緑ナンバートラッ



クの役割や安全・環境対策の取り組みをアピールした。業界に対する理解促進に努める一方、会

員事業者に協会活動等への理解・協力を促した。 

   ⑤ 交通安全啓発用下敷きによるＰＲ 

東京都トラック交通遺児等助成財団とタイアップして、「交通安全啓発用下敷き」を     

１１３，０００枚作成するとともに、都内の各区市町村教育委員会を通じて公立小学校新入学児

童に寄贈し、交通安全意識の高揚と知識の普及を図った。 

   ⑥ ショーウインドを活用したＰＲ 

フィルムの交換や新規デザインの制作等によりマンネリ化を防止しつつ、東ト総合会館１階 

ショーウィンド・ディスプレイを有効活用しながら、交通安全を呼びかけるとともに、業界イメ

ージアップに努めた。 

   ⑦ イベントによるＰＲ（支部） 

東京都トラック交通遺児等助成財団とタイアップして、東ト協各支部並びに支部ロジスティク

ス研修会、女性部及び青年部等の協力のもと、支部等が都内３８ヶ所で「トラックの日」のＰＲ

イベントを実施するとともに、イベント用ノベルティ（ウエットティッシュ）８７,０００個等を

活用して、緑ナンバートラックの社会的役割や交通事故防止・環境対策への取り組みをアピール

し、都民との交流を深めた。 

   ⑧ キャッチコピーによるＰＲ 

キャッチコピー『「いま」を支える。「みらい」をつくる。』をラジオ等で活用し、業界のイメー

ジアップと認知度アップに努めた。 

   ⑨ 音楽によるＰＲ 

「業界テーマソング」「イベントソング」の２曲を「トラックの日」等の各種イベントや本部・

支部の総会・新年会等のほか、本部事務局の電話保留メロディとして活用し、耳に残る音楽を通

じて、業界のイメージアップに努めた。 

 

９．環境対策の推進 

環境対策対応推進事業について、環境委員会（委員長：青柳保之副会長、委員２５名）を中心に

審議し、以下の事業を行った。 

(1) 環境対策対応推進事業 

① 環境対応支援策に係る説明会（会員事業者対象）の開催 

会員事業者を対象とした平成３０年度の東ト協の環境対応支援策及び東京都の環境対応支援策

の説明会を開催した（参加者総数５４名）。  

② 環境対応支援策に係る説明会（自動車メーカー・ディーラー対象）の開催 

自動車メーカー、ディーラーを対象とした平成３０年度の東ト協の環境対応支援策及び東京都

の環境対応支援策の説明会を開催した（参加者総数３３名）。 

③ 環境性能優良トラック・省エネ対策用機器導入補助等の周知 



環境性能優良トラック導入補助及び省エネ対策用機器導入補助並びにポスト新長期規制適合車

への代替に関する融資と税制上の優遇措置等の周知を行った。 

④ ＤＰＦ（触媒装置）不具合問題に関する情報収集の継続実施 

ＤＰＦ（触媒装置）の不具合問題については、抜本的解決が未だ見込まれないため、全日本ト

ラック協会ホームページの「ＤＰＦ不具合情報ホットライン」において、引き続き情報収集を行

った。 

⑤ 環境改善に向けた対策対応に関する説明会・研修会の開催 

支部及び会員事業者等からの要望により、「環境改善に向けた対策対応に関する説明会・研修

会」を開催し、環境問題の現況、環境対策対応、補助制度及びグリーン・エコプロジェクト事業、

東京都「貨物輸送評価制度」等に関する説明及び研修を行った(７回開催、参加者総数１６２名)。 

⑥ 政府が推進する「COOL CHOICE（＝賢い選択）」の周知 

環境省からの依頼により、同省が作成した、温室効果ガス排出量削減のために政府が推進する

地球温暖化対策に向け、ひとりひとりの意識と行動を変えるキーワード「COOL CHOICE（＝賢い選

択）」に関するリーフレット及びステッカーを説明会等で配布し、周知を行った。 

⑦ 「トラックフェスタ ＴＯＫＹＯ ２０１８」への出展 

「トラックフェスタ ＴＯＫＹＯ ２０１８」（９月２３日・代々木公園）の環境エリアにおい

て、環境省や東京都環境局と協力し、ブース出展を行い、環境負荷低減の取り組みである『エコ

ドライブ』をテーマに、東ト協は「グリーン・エコプロジェクト」、東京都環境局は「貨物輸送

評価制度」、環境省は「エコドライブシミュレーターの体験展示」などにより、紹介・ＰＲを行

った。 

なお、フェスタのオープニングセレモニーで、エコドライブ「環境」宣言を発表し、これまで

継続的なエコドライブ活動に取り組む優良事業者の中から選定した１社を『トップランナー優秀

賞』として表彰した。 

(2) 環境改善促進事業 

環境改善を推進するために、天然ガス自動車（ＣＮＧトラック）を中心とする環境性能優良トラ

ックの普及促進及び省エネ対策用機器（ＥＭＳ（エコドライブ管理システム）・ＤＲ（ドライブレ

コーダー）・アイドリングストップ支援機器）、環境タイヤ（リトレッドタイヤ））の導入促進に

対する補助事業を実施し、省エネ・ＣＯ２削減等の地球温暖化防止対策、環境負荷低減対策、環境

保全交通公害防止対策に努めた。 

① 環境対策関係書類の作成・配布 

東ト協及び東京都の補助事業の概要、補助金申請に係る各種申請書並びに融資斡旋等の環境対

策関係書類をまとめた冊子を作成し、全会員事業者に配布して利便性に供した。 

② 環境性能優良トラックの新規購入・リースに対する補助事業の実施 

環境性能優良トラックの新規購入及びリースに対する補助事業として、関係機関と協調し、導

入費用（通常車両との価格差）の一部について、３６社・３８７台（ＣＮＧトラック７６台、ハ



イブリッドトラック３１１台）に補助金支給を行った。 

③ 省エネ対策用機器の導入に対する補助事業の実施 

省エネ対策用機器（ＥＭＳ（エコドライブ管理システム）・ＤＲ（ドライブレコーダー）・ア

イドリングストップ支援機器・環境タイヤ（リトレッドタイヤ））の導入に対する補助事業とし

て、ＥＭＳ用機器の導入費用の一部について２７社・１５９台に、ＤＲ用機器の導入費用の一部

について１１２社・５８９台に、アイドリングストップ支援機器の導入費用の一部について９社・

１６台（エアヒーター７台、車載バッテリー式冷房装置９台）、環境タイヤ（リトレッドタイヤ）

の導入費用の一部について４７社・６８台に補助金支給を行った。 

④ 会員事業者からの環境対策に関する相談等への対応 

平成１５年４月１日より開設した「環境対策窓口」（環境部内に常設）において、会員事業者

からの環境対策に関する相談及び補助申請等の対応を行った。 

（窓口対応件数４４１件、「環境対策窓口」受付状況等一覧：１２０ページ参照） 

(3) グリーン・エコプロジェクト推進活動事業 

東ト協独自のＣＯ２排出量等削減対策である継続的なエコドライブ活動を中心とした「環境と

安全」を実践する「グリーン・エコプロジェクト」を推進し、車両や燃費等のデータ構築とデー

タベース化を行うとともに、管理者及びドライバー教育をサポートする少人数制のレベルアップ

セミナー等の開催を通じて、環境から進める経営改善、経営戦略への取り組み（環境ＣＳＲ）を

支援し、省エネ・ＣＯ２削減等の地球温暖化防止活動による環境保全対策の推進に努めた。 

① グリーン・エコプロジェクト推進活動事業の今後の方向性 

グリーン・エコプロジェクト推進活動事業の今後の参加拡大・拡充に向け、本年度より一部有

料化とした参加費用について、次年度は無料化とし、事業者負担なしで参加できることを報告し

た。 

② グリーン・エコプロジェクト参加事業者登録車両の燃費データの構築 

グリーン・エコプロジェクト推進活動事業において、参加事業者登録車両の車検証データをも

とに、車両毎のデータベース化を図り、ドライバー自らが記入する走行管理表からの燃費データ

の構築を行った（参加事業者数６０２社、登録台数１９，０７３台）。 

また、当事業に参加しやすくするため、参加経費（初期費用（登録）及び運用（月額）費用）

の負担軽減を図った（新規参加事業者数７社、新規登録台数１８９台）。 

③ ステップアップセミナー・継続セミナーの開催 

グリーン・エコプロジェクト推進活動事業を推進するため、管理者を対象としたステップアッ

プセミナー及び継続セミナーを毎月開催してドライバー教育を徹底し、継続的なエコドライブ活

動の促進と参加事業者のレベルアップを図った（１４４回開催、参加者総数１，１７０名)。 

④ トップランナーセミナーの開催 

グリーン・エコプロジェクト推進活動事業のさらなる向上を目指すため、継続して活動してい

るグリーン・エコプロジェクト参加事業者を対象としたトップランナーセミナーを開催し、エコ



ドライブ活動を実践して優秀な成果を挙げた事業者（７社）を平成３０年度グリーン・エコプロ

ジェクト『トップランナー賞』として表彰するとともに、トップランナー賞を目指し、エコドラ

イブ活動に精励し邁進する事業者（３社）へ今年度新設の『環境委員長賞』を授与し、これまで

の活動実績と今後に向けた説明を行った（参加者総数４１名）。 

⑤ グリーン・エコプロジェクトインセンティブ補助事業の実施 

グリーン・エコプロジェクト活動に参加し、継続的なエコドライブ活動を行っている事業者に

対し、グリーン・エコプロジェクトインセンティブ補助事業として、グリーン経営認証取得促進

補助及びホームページ新規作成促進補助を行った。 

ア．省エネ・ＣＯ２削減等の地球温暖化防止活動の自主的な取り組みを促すため、グリーン・エ

コプロジェクトに参加してエコドライブ活動を行う事業者に対し、交通エコロジー・モビリテ

ィ財団が定める一定レベル以上の環境の取り組み実施事業者を認定するグリーン経営認証制

度の新規取得・更新費用の一部について、認証を更新した４０社に補助金支給を行った。 

イ．参加事業者による、環境保護に対する積極的な取り組みやグリーン・エコプロジェクトの活

動実績に関する荷主企業等への対外的・効果的なＰＲの促進を目的とした、広報媒体としての

ホームページ新規作成費用の一部について、３社に補助金支給を行った。 

⑥ 各支部に対するグリーン・エコプロジェクト周知活動費用の助成 

グリーン・エコプロジェクト事業の拡充と新規参加者の拡大を促進するため、各支部に対して、

グリーン・エコプロジェクト周知活動費用の助成を行った（７支部）。 

⑦ グリーン・エコプロジェクト専用ホームページ及び参加事業者専用ページの運用 

グリーン・エコプロジェクト専用ホームページ（http://www.tta-gep.jp）内に参加事業者専用

ページを開設し、情報発信を行った（閲覧件数１２，２１８件、問い合わせメール２０８件（平

成３０年４月～平成３１年３月））。 

⑧ 他府トラック協会におけるグリーン・エコプロジェクト活動の実施 

他府トラック協会においても、東京都トラック協会と同様にグリーン・エコプロジェクト活動

を行った（１府）。 

⑨ 東京都「貨物輸送評価制度」に関する説明会（グリーン・エコプロジェクト参加事業者対象）   

の開催 

グリーン・エコプロジェクト参加事業者を対象とした、東京都「貨物輸送評価制度」に関する

説明会を開催した（参加者総数１０９名）。 

⑩グリーン・エコプロジェクト及び東京都「貨物輸送評価制度」に関する説明会の開催 

グリーン・エコプロジェクト推進活動事業を推進するため、グリーン・エコプロジェクト及び

東京都「貨物輸送評価制度」に関する説明会を開催した（参加者総数１８名）。 

⑪東京都「貨物輸送評価制度」に関する問い合わせ、相談及び申請受付窓口の設置 

東京都「貨物輸送評価制度」に関する問い合わせ、相談及び申請受付を行うため、対応窓口を

設置して対応した（「貨物輸送評価制度」評価制度に関する問い合わせ・相談件数１５１件（窓



口：６件、電話：１４５件））、申請事業者からの受付（申請期間：５月７日～２５日の１５日

間（受付件数３０１件（窓口：１９２件、郵送：９３件、メール１６件）））。 

⑫ 東京都「貨物輸送評価制度」評価セレモニーの開催 

平成３０年７月９日にザ・ペニンシュラ東京で、東ト協グリーン・エコプロジェクト主催、東

京都環境局の協力により、２０１８年度の東京都「貨物輸送評価制度」評価セレモニーを開催し

た。なお、東京都環境局長が評価認定証を評価事業者へ授与し、同局の環境改善部長及び自動車

環境課長が同席し、挨拶した。 

また、東京都「貨物輸送評価制度」の全評価事業者３０１社のうち、２８３社がグリーン・エ

コプロジェクト参加事業者（三つ星：１４社、準三つ星：４４社、二つ星：４９社、準二つ星：

７３社、一つ星：１０５社）だった。 

⑬「全日本エコドライブチャンピオンシップ２０１８」への出場 

平成３０年８月２０日に鈴鹿サーキットで行われた、全日本学生自動車連盟主催の「全日本エ

コドライブチャンピオンシップ２０１８」（後援：日本自動車工業会、日本自動車販売協会連合

会、日本自動車連盟、特別協力：環境省）の一般部門（東ト協からの出場枠）に、日頃エコドラ

イブ活動を行っているグリーン・エコプロジェクト参加事業者より選抜した１５社６チームが出

場した。競技成績は、２チームが一般部門の優勝、準優勝を果たし、学生部門との総合でも優勝、

準優勝となった。また、競技終了後の参加者懇親会において、参加者に対し、トラック業界等に

ついて紹介した。 

⑭「国際物流総合展２０１８」へのブース出展 

 平成３０年９月１１日から１４日まで、東京ビッグサイトで開催した、公益社団法人日本ロジス

ティクスシステム協会、一般社団法人日本能率協会他、物流関係５団体が共催する「国際物流総

合展２０１８」にブース出展し、東京都貨物輸送評価制度とともにグリーン・エコプロジェクト

の取り組み内容に関して、国内外の全産業に亘る経営層、ロジスティクス・物流業界の関係者（運

送事業者の荷主となる企業関係者）等を対象に紹介とＰＲを実施した（出展者数：４７９社・団

体、来場者数：７４，５２０名）。 

⑮「エコプロ２０１８」へのブース出展及びグリーン・エコプロジェクト等のＰＲ活動の実施 

平成３０年１２月６日から８日まで、東京ビックサイトで行われた、日本経済新聞社及び産業

環境管理協会が主催する国内最大級の環境展示会「エコプロ２０１８」にブース出展し、グリー

ン・エコプロジェクトの取り組み内容やエコドライブ、東京都貨物輸送評価制度、グリーン購入

ネットワークの「輸配送（貨物自動車）」契約ガイドラインに基づく燃費取組評価事業に関する

紹介とＰＲを実施した（出展者数：５５０社・団体、来場者数：１６２，２１７名）。 

⑯ 東京都主催「貨物輸送評価制度セミナー」でのグリーン・エコプロジェクト参加事業者の活動発

表の実施 

平成３１年３月５日にＴＫＰガーデンシティ竹橋２階大ホールで行われた、東京都主催の「貨

物輸送評価制度セミナー」において、東京都環境局による東京都貨物輸送評価制度に関する説明



と、「東京都トラック協会の取組」について、東ト協のグリーン・エコプロジェクト活動を紹介

した。また、公益財団法人 東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会総務局の持続

可能性担当副部長より、「持続可能性に配慮した調達について －東京２０２０大会における取組

－」と題して、製造や流通の過程における持続可能性に関する配慮等についての基調講演を行い、

株式会社ファンケルの CSR 推進室、物流部の担当者より、「サステナブル宣言の策定、持続可能

な原料、素材の調達方針」及び「配送時のＣＯ２削減の取組（置き場所指定サービスなど再配達

削減の取組）」と題して荷主講演を行った。なお、６年連続評価を取得した事業者による評価取

得事業者の取組紹介として、グリーン・エコプロジェクト参加事業者が活動の取り組みとともに、

全社で実施している安全対策・輸送品質向上・環境負荷軽減の取り組みについて発表した（参加

者総数９７名）。 

(4) 東京都委託事業の一般競争入札への対応 

東京都委託事業における平成３１年度「貨物輸送評価制度の普及を通じた環境配慮輸送の推進

等に関する委託」について、一般競争入札に応札した結果、当協会が受託した。 

 

10. 燃料対策の推進 

  (1) 軽油価格動向の的確な把握を目的として、毎月１回、「軽油価格調査」を実施した。 

  (2) 軽油引取税の旧暫定税率の廃止を含めた価格安定等、各種要望活動を実施した。 

   

11．東京都トラック総合会館の管理運営 

  (1) 当会館（昭和５８年１２月竣工）は築３５年以上が経過し、建物及びその他設備等の老朽化が一

段と進んでいるため、不具合や著しい劣化等が発生した箇所から修繕・改修工事（外壁等補修工事・

給水設備工事・電気温水器交換）を行った。 

(2) 会館施設（会議室）の適正な管理・運営に努め、施設の効率的利用を図った（会議室の利用状況：

１２９ページ参照）。 

  

12．高速道路料金計算業務の実施 

東・中・西日本高速道路、首都高速道路、阪神高速道路、本州四国連絡高速道路等の利用料金計

算業務を実施しており、平成３０年３月現在、２３協同組合（７８４社）が参加し、年間利用額は

約２３２億円に達した。 

 

13. 専門部会における諸活動の積極的な推進 

    輸送品目や車両構造の特性等に応じた輸送秩序の確立をはじめ、事故防止や環境保護、荷主及び

関係団体との連絡協調等を目的として組織された１８の専門部会（鉄鋼専門部会、木材専門部会、

ダンプ専門部会、生コン専門部会、都庁・区役所専門部会、重量品専門部会、タンクトラック専門

部会、食糧専門部会（米穀委員会、麦・粉委員会、砂糖委員会）、セメント専門部会、食料・酒類



飲料専門部会、取扱事業・積合専門部会、出版・印刷・製本・取次専門部会、紙・パルプ専門部会、

建設専門部会、生鮮食料品専門部会、海上コンテナ専門部会、鉄骨・橋梁専門部会、引越専門部会）

における諸活動を積極的に推進した。 

 

14. 公益財団法人東京都トラック交通遺児等助成財団の諸事業に対する協力 

     公益社団法人東京都トラック交通遺児等助成財団が実施する地域福祉事業や社会福祉活動等につ

いて、東ト協の支部青年部及び本部女性部が積極的に協力した。 

 

15. 本部・支部間の連絡体制の強化と会員増強対策の推進 

     協会に対する会員の要望が多様化していることから、会員のニーズに適切に対応して会員サービ

スを拡充するため、本部・支部間の連絡体制を強化し、行政機関との緊密な連携を図るとともに、

協会未加入事業者の加入促進に努めた。 

  (1) 事務長連絡会を６回開催し、本部や行政機関等からの連絡事項を伝達したほか、講習によるスキ

ルアップや情報交換による連携強化を図った。 

  (2) 協会未加入事業者の実態と意向に関する調査や加入勧誘を行ったほか、東京運輸支局に出向き、

新規許可事業者に対して、東ト協の活動内容の紹介や加入勧誘を実施した。 

  (3) 会員増強プロジェクトと連携し、協会未加入事業者の加入促進を図った。 

  (4) 事業の円滑な推進を図るため、本部、支部事業の情報交換（本部、支部の諸会議、事業の実施計

画等）を行った。 

 

 

第４ 委員会活動の概要 

 

１．総務委員会 

  (1) 平成２９年度の事業報告、収支決算及び公益目的支出計画実施報告書について審議した。 

 (2) 平成３０年度通常総会の開催日時、開催場所、懇親会の運営、委任状による議決権の行使に関す

る事項、スローガン等について審議した。 

 (3) 平成３０年７月中旬から８月中旬にかけて実施した、各支部長等と浅井会長との意見交換におけ

る主な意見・要望、主な発言及び浅井会長からの質問・意見等について報告した。 

 (4) 支部公認化の第２ステージの具体的な取り組みとして、震災時に備えて活動する支部の緊急輸送

システム対策（物流コーディネート機能等）の充実を支援するために実施する、支部活動における

緊急輸送システム対策（物流コーディネート機能等）に係る支部活動運営費補助（支部活動活性化

対策費）について報告した。 

(5) 総務小委員会を設置し、会長選挙に関する取り扱い（会長の選出方法等）と支部の内部化に伴う

検討事項及び優先順位（グループ化による会員サービスの均一化、各支部の人件費や支部自体をグ



ループ化した場合のメリット・デメリット等）について検討した。 

  (6) 平成３１年度の事業計画、会費の額及び納入方法、収支予算について審議した。 

 

２．物流政策委員会 

(1) 駐車問題対策に関して、警察庁通達（平成３０年２月２０日付：貨物集配中の車両に係る駐車規

制の見直しの推進について）に対応するため、駐車問題検討小委員会を設置し、平成２９年度に東

ト協会員事業者に対して実施した「駐車違反取締りに係る状況等の調査」の結果と全国物流ネット

ワーク協会から提供された放置駐車違反集計表を基に作成した駐車規制緩和要望エリア一覧とと

もに、平成３０年１２月１７日、警視庁交通部長に対して会長、物流政策委員長の連名で要望書の

提出を行った。 

(2) 駐車問題対策の一環として、これまでも警視庁や市区町村等に対し、大規模商業施設の新設、都

市計画・再開発、駅前周辺整備計画等に関し、関係者で構成される協議会が設置される場合には荷

捌き場所の確保及び物流の円滑化の観点から、トラック業界が参加できるよう要請していたところ

であるが、平成３０年度は渋谷区等の各種協議会に積極的に参画した。 

(3) 駐車対策に関し、警視庁と東ト協との協働の取り組みについて引き続き取り組んだ。 

(4) 平成３０年１１月、「平成３０年度東京都への特別要望」の中で、東京都内における実態に即し

た対応を求め、「駐車規制の緩和」及び「駐車場の確保」について要望した。 

(5) トラック運送事業における適正な運賃・料金の収受に向け、運賃・料金適正化検討小委員会を設

置し、標準貨物自動車運送約款の改正に伴う変更届出の提出を促進するための対策について審議、

検討を行った。 

(6) 最低保有車両台数の基準を下回る「基準割れ事業者」の事業継承をめぐる問題等について、最低

車両数問題検討小委員会を設置し、現状を打開するための対応策や事業承継をする際に受験が必要

となる役員法令試験の対応策ついて審議・検討を行った。 

(7) 下請取引の適正化及び下請事業者への配慮等について、経済産業省及び公正取引委員会による運

用状況や普及啓発の取組状況等について、報告・審議・検討した。 

 (8) 少子高齢化に対応した若年労働力の確保及びドライバーの育成対策として、平成２９年度より全

日本トラック協会が実施している「準中型免許取得助成事業（新規取得・５トン限定解除）」

を推進し、１６社１７名（新規取得：１２名・５トン限定解除：５名）の助成申請があったた

め、会員事業者に代わり、全日本トラック協会に対して助成申請を行った。 

また、当協会においても５トン限定解除については助成事業を実施し、５社６名に対して助

成を行った。 

(9) オリンピック・パラリンピック競技大会期間中のＴＤＭ等について、ＴＤＭ事務局会議に積

極的に参画するとともに、協会から提言書としてＴＤＭ事務局などに申入れを行った。 

 

 



３．労務厚生委員会 

(1) 健康起因事故防止事業（定期健康診断）を昨年度に引き続き実施し、会員事業者従業員の健康診

断受診の促進を図った（受診者数：２，８０６社・１９，８７７名） 

(2) 突発性疾患への対応を図るため、オプションとして定期健康診断項目に加えた眼底検査を本年度

も継続して取り扱った（受診者数：３，３５７名）。 

(3) 平成２０年４月から施行された労働安全衛生法に基づく定期健康診断等のメタボリックシンド

ロームに関する受診項目の改正について、引き続き各支部及び健診機関と連携を取りながら円滑な

推進に努めた。 

(4) 近年の健康起因による運転者の交通事故が増加傾向にあることから、運転者の疾病予防となる定

期健康診断の受診率向上を目指し、平成２５年度から会員事業者の定期健康診断に係る受診費用の

助成を実施しており、平成３０年度も引き続き実施した（助成者数：２２，６０２名）。 

(5) 受診率向上対策の一環として、平成２６年度より東ト協本部を会場として実施している本部集団

定期健康診断について、平成３０年６月、同１１月及び平成３１年２月に計６日間開催した（６月：  

２４２名、１１月：３４１名、２月：４０１名、計９８４名）。 

(6) 近年の健康起因による運転者の交通事故が増加傾向にあり、脳疾患、心臓疾患及び糖尿病等から

くる突発的な意識障害による事故を未然に防ぐため、ドライバーに対する具体的な方策を検討し

た。また、平成３０年２月に国土交通省自動車局が「自動車運送事業における脳血管疾患対策ガイ

ドライン～脳健診の必要性と活用～」を作成したことから、その概要版の周知を図った。 

(7) 過労死や健康起因事故につながる、脳･心臓疾患発症の要因となる高血圧の予防には日々の血圧

測定が重要であることから、全日本トラック協会が実施する血圧計の導入助成事業について、導入

希望会員事業者への申請手続き等を行った結果、５８台の助成申請があったため、会員事業者に代

わり、全日本トラック協会に対して助成申請を行い、血圧計の普及に努めた。 

(8) 「トラックドライバーに対する総合的な健康管理対策事業」の一環として、定期健康診断受診率

の向上、及び有所見者に対する二次健診の受診を推進するため、厚生労働省が実施している二次健

康診断及び特定保健指導の給付制度について周知を行った。 

(9) 「トラックドライバーに対する総合的な健康管理対策事業」の一環として、全日本トラック協会

が作成した「運行管理者のための血圧計のポイント」及び「健康起因事故防止マニュアル（平成３

０年４月改訂版）」を全会員に配布し、日々の血圧測定、定期健康診断受診の促進とその必要性や

活用理解を図った。 

(10) 労災保険収支改善事業として、労務講習会等で労働災害防止等収支改善運動を推進した。また、

長時間労働を背景とした過重労働による脳・心臓疾患等の過労死認定が増加していることから、健

康管理及びメンタルヘルス対策、労災保険未加入事業者への費用徴収の強化等について、労務講習

会等の各種会議で周知を図るとともに、今後の取り組みについて検討した。 

(11) 平成３０年度内に会員事業者を対象とした、労務相談員による労務相談を４８回実施した。 

(12) 平成３１年２月１２日・１３日・１５日の３回にわたり、本部労務相談員を講師に労務関係の



実務に関する労務講習会を開催し、各種届出書類の書き方・労働時間の考え方及び適正な労務管理

等について、詳細な説明を受けた。（受講者数：計４２３名） 

(13) 平成３０年１１月７日、平成３１年２月８日、全日本トラック協会との共催でトラック運送事

業者の過労死等の防止、並びに健康起因事故の低減を図るため、過労死等防止及び健康起因事故防

止対策、過労死等労災事例及び労災補償等について、東京産業保健総合支援センター、全日本トラ

ック協会、及び陸上貨物運送事業労働災害防止協会より講師を招聘し、「過労死等防止・健康起因

事故防止セミナー」を開催した（受講者数：計２７８名）。 

(14) 全日本トラック協会が実施した「トラック運転者等の睡眠時無呼吸症候群（ＳＡＳ）スク

リーニング検査助成事業」に協調して東ト協の助成事業を推進し、受診の促進に取り組んだ（受

診申込：１３９社・２，２２０名）。 

(15) 会員事業者の福利厚生対策・相談事業の一環として、平成３０年７月２３日と平成３１年３月

６日の２回、福利厚生対策事業研修会を開催した。また、会員事業所従業員とその家族が、からだ

等の健康問題について気軽に相談できる窓口として、平成２０年８月に開設した「東ト協電話健康

相談」（委託）を継続実施した（平成３０年４月から平成３１年３月までに延べ利用件数：１９８

件）ほか、平成２４年度から新たに開設したメンタルヘルスに関係した電話相談では、平成３１年

３月までに延べ３８６件（平成３０年度：５７件）の相談が寄せられる等、会員事業者の利便に供

した。 

(16) 労働者のメンタルヘルス不調を未然に防止するため、平成２７年１２月１日より施行されてい

る「ストレスチェック制度」について、年１回のストレスチェック及びその結果に基づく面接指導

の実施等が事業者に義務付けられていることから、その措置が適切に講じられるよう再度徹底を図

った。 

(17) 平成３１年４月より「働き方改革関連法」が順次施行されることに伴い、厚生労働省がその対

応に関するリーフレットを作成したことから、会員事業者に周知を図った。 

(18) 平成３０年７月に実施される「平成３０年度全国安全週間の実施」及び平成３０年１０月に実

施される「平成３０年度全国労働衛生週間の実施」について、趣旨の周知を図った。 

 

４．税制金融委員会 

(1) 平成３１年度東京都に対する要望として以下の１０項目を取りまとめて都議会各党に提出する

とともに、全日本トラック協会と協力して、平成３１年度税制改正・予算について要望した（平成

３１年度要望と結果については、税制対策事業等の実施の項を参照）。 

＜東京都に対する要望＞ 

① 働き方改革、労働力不足対策への対応について 

② 高速道路料金対策について 

③ 駐車規制の緩和について 

④ オリンピック開催時の物流対策について 



⑤ 運輸事業振興助成交付金の確保について 

⑥ 首都直下地震における効果的な緊急輸送支援システムづくりへの支援について 

⑦ 物流拠点等の整備について 

⑧ 防災インフラ対策について 

⑨ 災害緊急輸送施設に係る固定資産税及び都市計画税の減免について 

⑩ 環境対策等に関する取組み支援の継続について 

＜平成３１年度税制改正・予算に関する要望＞ 

・税制改正関連要望項目 

① 自動車関係諸税の簡素化・軽減の実現 

ア．一般財源化により課税根拠を失った軽油引取税の旧暫定税率廃止 

イ．自動車税の引下げ 

ウ．自動車税における営自格差見直し反対 

エ．自動車重量税の道路特定財源化 

② 中小企業投資促進税制の延長 

③ 特例措置の延長 

ア．自動車重量税・自動車取得税のエコカー減税の延長 

イ．自動車取得税のＡＳＶ（先進安全自動車）特例措置の延長 

ウ．自動車税のグリーン化特例の延長 

エ．中小企業経営強化税制の延長 

オ．商業・サービス業・農林水産業活性化税制の延長 

カ．中小企業・協同組合等の法人税率の特例措置の延長 

キ．中小企業・協同組合等の貸倒引当金の特例措置の延長 

ク．低公害車の燃料等供給設備に係る固定資産税の特例措置の延長 

③ トラック協会が運営する地域防災・災害対策関連施設等について固定資産税の軽減措置

の適用 

・予算関連要望項目 

① 高速道路料金の更なる引下げ 

ア．大口・多頻度割引最大５０％の継続・恒久化 

イ．多様な料金・割引制度の設定 

ウ．本四高速における割引制度の拡充 

          ② 働き方改革実現のための諸対策に係る補助・助成の拡充 

③ 道路の積極的な活用に向けた諸施策の実現 

ア．「重要物流道路」における機能強化の推進、高速道路ネットワークの整備推進及び 

ミッシングリンクの解消 

イ．安全対策の推進 



ウ．渋滞対策の推進 

エ．ＥＴＣ２．０によるサービスの充実 

オ．ダブル連結トラックの本格展開、隊列走行・自動運転の推進等物流効率化のための 

取組推進 

カ．高速道路と民間施設を直結する民間施設直結スマートＩＣ制度及びＳＡ・ＰＡの活 

用等による中継輸送の推進 

キ．冬期における道路交通の確保 

④ 高速道路のＳＡ・ＰＡ、道の駅における駐車スペースの活用及び整備・拡充 

⑤ 環境対策及び省エネ対策のための補助 

ア．石油石炭税の「地球温暖化対策のための課税の特例」に係る補助の継続 

イ．天然ガストラックの普及に係る補助 

⑥ 交通安全対策のための補助 

ア．ＡＳＶ（先進安全自動車）関連機器の導入に対する補助の拡充 

イ．デジタル式運行記録計、ドライブレコーダ等運行管理支援機器の導入に対する補助 

の継続及び拡充 

⑦ フェリー等利用に対する補助・助成制度の創設 

⑧ 下関北九州道路の早期実現 

(2) 要望活動 

① 東京都議会各党に対する要望 

ア．平成３０年７月２７日：都議会都民ファーストの会・都議会公明党 

イ．平成３０年９月１０日：都議会自由民主党・都議会立憲民主党・民主クラブ 

② 国家予算・税制改正等要望聴取会での要望 

平成３０年１０月２日：自由民主党東京都支部連合会 

③ 東京都予算に対する都知事ヒアリング 

平成３０年１１月１３日：知事・副知事・関係局長 

④ その他 

東ト協政策研究会と緊密に協力し、「東京都トラック輸送議員懇話会」に対して要望 

 

 ５．運輸安全委員会 

(1) 都内の交通事故及び営業用トラックの重大事故の実態を踏まえた再発防止策の一環として、関係

行政庁からの要請文書並びに施策等に基づいて各会員事業者に対する具体的な遵守事項及び活動

方針等を明示して、事故防止の啓蒙を図った。 

(2) 春・秋の全国交通安全運動及び年末年始輸送安全総点検について、行政担当官を招聘し、本運動

の重点目標とその実施細目等の説明をもとに、その効果的な実施方法等を検討するとともに、機関

紙「東京都トラック時報」に掲載した。また、会員事業者に対して、実施すべき事項の事業所への



掲出を依頼する等、本運動に対する業界全体の安全意識の向上に努めた。 

(3) 平成３０年度（第３９回）東京都トラック協会ドライバー・コンテストを開催するにあたり、運

転者の知識及び技能向上を図るため、検討小委員会（委員長：森本勝也副会長）を２回開催し、選

手選出方法、競技内容、審査方法、全国大会出場者推薦方法等のコンテスト実施要領、採点監理及

び順位決定等を審議し、その円滑な実施に努めた。 

(4) 交通事故・労働災害等を防止するため、各支部が関係行政機関の協力を得て、従業員等を対象に

講習会等を実施し、支部における事故防止の周知徹底に努めた。 

(5) 貨物自動車運送事業輸送安全規則で受講が定められている初任運転者について、自社での対応が

困難な会員事業者もあることから、昨年度に引き続き、東ト協が代行機関として、東ト協本部及び

多摩支部で計１８回開催し、９１１名に指導を行った。 

(6) 交通安全対策の一環として、会員傘下従業員を対象に、独立行政法人自動車事故対策機構東京主

管支所及び国土交通大臣の認定を受けたヤマト･スタッフ･サプライ株式会社等が行う適性診断（初

任・適齢診断）の受診者に対して、受診料の一部補助を行った。また、警視庁交通部が主催するセ

ーフティドライバー・コンテストへの参加を決定・推進し、会員事業者への事故防止を呼びかけて、

ドライバーへの安全運転意識の高揚に努めるとともに、自動車安全運転センター東京都事務所が発

行する運転記録証明書交付料助成事業のうち、セーフティドライバー・コンテスト参加者１６，３

１５名に参加費の補助を実施した。 

(7) 支部毎に「事故防止決起大会」の開催を呼びかけ、交通安全と労働災害防止の周知徹底に努めた。 

(8) 都内で発生する重大事故（事業用貨物自動車関与）について、警視庁から情報提供を受け、「ト

ラック事故速報」計１８件を各支部を通じて全会員事業者に配信し、類似事故再発防止の徹底を図

った。 

(9)事故防止セミナーとして、民間講師を招いて、「ドライブレコーダ実践セミナー」を３回開催し、

事故防止への意欲向上を図った。 

(10) 会員事業所の事業用車両に前方及び運転者席の映像を記録する２カメラタイプのドライブレコ

ーダーを装着し、運行中のデータを収集・解析・評価する日常業務式のドライバーコンテストの実

施にあたり、東ト協ベストドライバーコンテスト事業検討小委員会を設置し、実施方法や実施後の

見直し等を含め、会議を開催した。 

また、運転者の特性や安全運転のポイント等をまとめたフィードバック資料を作成して、参加事

業者に提供するとともに、フィードバック資料と運転適性診断結果を運転者指導に活用するため、

運転者指導にあたる管理者を対象とした「適性診断活用講座」を３回開催した。 

(11) 募集する作品テーマを通して、広くトラック運送事業の働きをアピールするため、東京都内在

学の小学児童を対象とした「トラックの日」児童絵画コンテストを開催し、選考小委員会において

優秀作品を決定するとともに、児童絵画２０作品を表彰した。また、事業用車両の側面に入賞作品

のラッピングを施し、トラック事業についてさらに理解を深めるためのアピールを行った。 

 



６．経営教育委員会 

(1) 中小企業対策、経営対策事業および情報化対策事業について、中小企業経営革新、情報化推進に

関わる情報の提供等を検討し、全日本トラック協会などの調査事業、助成事業等への協力を行った。 

(2) 平成２９年４月２７日に開催した委員会において、平成２８年度事業の実施内容を報告するとと

もに、平成２９年度事業の進め方について、９年目となる東ト協経営分析調査の継続実施、各種セ

ミナーの開催、全日本トラック協会助成事業への対応、第１８期物流経営士課程受講生の募集、指

導監督の指針について等の説明を行い、承認を受けた。 

(3) 平成３０年１月２２日に開催した正副委員長会議において、「東ト協経営分析結果（平成２７年

度決算結果）」の中間報告を行うとともに、全日本トラック協会の経営分析の結果を待って報告書

を作成することについて承認を受けた。 

(4) 全日本トラック協会及び日本貨物運送協同組合連合会が推進するネットワークＫＩＴの首都圏

での普及促進を目的に設立された首都圏キット利用協同組合の運営に協力した（組合員３０６社、

うち東ト協会員５９社〔平成３１年３月末現在〕）。 

 

７．環境委員会 

(1) 環境対策対応推進事業、環境改善促進事業及びグリーン・エコプロジェクト推進活動事業につい

て、平成３０年度事業計画を検討した。 

(2) 平成３０年度における東京都及び国のトラック環境対策に係る補助金等の支援策について説明

及び周知した。 

(3) 環境改善促進事業における補助金等の支援策について、事業の推進状況の報告及び補助金の進捗

状況の説明を行い、意見交換を実施した。 

(4) グリーン・エコプロジェクト推進活動事業の進捗状況を報告するとともに、参加事業者の燃費改

善、事故防止、管理者教育・ドライバー教育の効果向上及び参加者のさらなる拡大に向け、支部の

対応協力と事業推進体制等について意見交換を行い、検討した。 

(5) グリーン・エコプロジェクト推進活動事業の今後の参加拡大・拡充に向け、本年度より一部有料

化とした参加費用について、次年度は財源が確保できたことにより無料化とし、事業者負担なしで

参加できることを報告した。 

(6) グリーン・エコプロジェクト推進活動事業のインセンティブ補助事業について説明した。 

(7) 東ト協、都及び国の補助申請等の状況を踏まえ、今後の環境対策対応について審議・検討した。 

(8) 環境対策に関する説明会・研修会等の開催について周知した。 

(9) 環境対策対応推進事業、環境改善促進事業及びグリーン・エコプロジェクト推進活動事業につい

て、平成３１年度事業計画（案）を検討した。 

 (10) 東京都「貨物輸送評価制度」実施について説明を行った。また、都が荷主団体に対して実施し

た評価取得事業者の優先利用に関する呼びかけについて報告した。 

 (11) トップランナー表彰やエコプロ展などの環境関連イベント等について説明及び周知した。 



 (12) 「トラックフェスタ ＴＯＫＹＯ ２０１８」における環境エリアでの東ト協、東京都環境局、

環境省のブース出展内容、オープニングセレモニーでのエコドライブ「環境」宣言の発表等につい

て説明した。 

(13) グリーン・エコプロジェクトにおいて優れた活動実績を持ち、他の模範となり、トップランナ

ー基準に準ずる成績を修めている参加事業者がトップランナー候補となるための基準の一部を満た

すことができず、受賞を逃してしまうため、その活動に対する奨励と、トップランナー賞へのステ

ップとして、取り組み意欲の促進並びに更なる活動意識の向上を図ることを目的に、『環境委員長

賞』を創設した。 

(14) 環境省からの依頼により、同省が作成した、温室効果ガス排出量削減のために政府が推進する

地球温暖化対策に向け、ひとりひとりの意識と行動を変えるキーワード「COOL CHOICE（＝賢い選択）」

に関するリーフレット及びステッカーを説明会等で配布し、周知した。 

 

８．広報・情報委員会 

(1) 緑ナンバートラックに対する理解促進、イメージアップを図るため、全日本トラック協会広報活

動と連携し、業界内外に向けての広報事業を展開するとともに、マスコミ取材に対応した。 

(2) 委員会において、紙媒体や電波・電子媒体等各種メディアの活用をはじめ、機関紙の発行、業界

データ集、交通安全啓発用下敷きの製作、ショーウインドの活用等の事業計画の具体化を進めると

ともに、各委員からのアンケート調査結果をもとに、令和元年度の広報事業・予算案を検討した。 

(3) 「トラックの日」イベント活動のためのノベルティを製作・配布し、業界のイメージアップとと

もに交通安全の意識啓発としても活用した。 

(4) 会員への協会事業・業界動向の周知、会員事業者や一般都民への理解促進を図るため、各種メデ

ィアの活用と情報がより見やすく、操作性が向上したホームページの活用を合わせて、情報発信の

強化を図った。 

(5) 業界関連マスコミ報道及び広報活動（予定・実績）に関する情報収集に努め、関係者への周知に

努めた。 

(6) 「業界ＰＲパネル」をリニューアルして、各種イベント等で活用し、業界・協会の取り組みにつ

いて、一般都民への理解に努めた。 

(7) トラック運送事業が社会との共生を目指すこと等を目的とした「トラックの日」児童絵画コンテ

スト事業へ参画するとともに、社会への理解促進に努めた。  

 

第５ 専門部会活動の概要 

 

１．取扱事業・積合専門部会 

  (1) 平成３０年６月２０日に役員会を開催し、通常総会の提出議案等について審議し、決定した議案

を通常総会に提案することとした。 



  (2) 平成３０年７月１０日に通常総会を開催し、平成２９年度事業報告及び収支決算の承認について

審議し、諮った結果、承認された。平成３０年度事業計画及び収支予算の決定について審議し、諮

った結果、承認・決定された。通常総会後の情報交換では、その他報告事項においては、今後の運

輸行政に係る行政処分基準等について情報提供があった。総会後の研修会においては、定年後の再

雇用及び契約社員等の労働についてをテーマに社会保険労務士法人ＮＡＣマネジメント研究所 代

表社員・所長 小林弘和氏を講師に招き、資料レジュメに基づき、テーマの事例のほか、同一労働同

一賃金ガイドラインの経緯と対応、並びに働き方改革関連法案のポイント等について講義いただき、

出席者と質疑応答、意見交換等がなされた。 

  (3) 平成３０年８月２２日に全ト協利用運送・積合部会（平成３０年度総会）に出席（４名）し、議

事終了後、全国の各委員より最近の状況等について報告があった。また、総会終了後の研修会にお

いては、㈱エフアンドエム 営業推進本部部長 小北真吾氏より、「公的支援制度の活用で本業以外

の利益を生み出す」をテーマに公的機関からの企業への助成金制度（時間外労働等改善助成金、人

材確保等支援助成金等）を取得に当たっての事業経営者が取り組む事項について、講義がなされた。 

  (4) 平成３１年２月２６日に全ト協利用運送・積合部会研修会に出席（１４名）し、 社会保険労務

士法人ＮＡＣマネジメント研究所 代表社員・所長 小林弘和氏より「働き方改革関連法への実務対

応」をテーマに講演、特に労働時間規制の強化に伴う時間外労働の上限規制、現行の適用除外の取

扱い、年時有給休暇付与の義務化、中小企業の割増賃金の猶予措置廃止、フレックスタイム制度の

見直し、就業規則の改定ポイント等の資料を基に説明し、出席者と意見交換を行った。   

   

２．鉄鋼専門部会 

  (1) 平成３０年５月２１日に通常総会を開催し、部会長に瀬尾君雄氏（共立輸送株式会社）を選任し

たほか、トレーラの安全対策フォーラムの推進や日本鉄鋼連盟との連携を柱とした事業計画を策定

した。 

  (2) 平成３０年７月４日に全日本トラック協会鉄鋼部会の通常総会に出席した（１２名）。また、通常

総会終了後、研修会（講師：国土交通省道路局道路交通対策課車両通行対策室長 山下 政浩氏 内

容：特殊車両通行許可制度について）に参加した。 

  (3) 平成３０年４月１３日に役員会を開催し、平成３０年度通常総会に提出する議案について審議し

た。 

  (4) 平成３０年９月１９日に役員会を開催し、トレーラの安全対策フォーラム、新年賀詞交歓会、規

制緩和要望等について審議した。 

  (5) 平成３１年１月２２日に行政、荷主団体及び荷主と新年賀詞交歓会を開催し（出席者１１８名）、

鉄鋼輸送に関する情報交換及び荷主懇談会を実施した。 

  (6) 平成３１年２月１４日に全日本トラック協会鉄鋼部会及び東京都トラック協会の後援を受けて、

「第１０回トレ－ラの安全対策フォ－ラム」を開催した（出席者約１２０名）。 

   同フォーラムでは、下記の講演及び事業者報告が行われた。 



（講演） 

・「働き方改革に向けて～今、そして、これから～」（厚生労働省東京労働局） 

・「人材募集の最新トレンドと採用成功事例」（船井総研ロジ株式会社） 

（事業者報告） 

・「乗務員作業の軽労化」（J‐ロジテック株式会社） 

  (7) 平成３１年２月１２日に特殊車両に関係する部会と合同で、「特殊車両通行許可制度に関する研修

会」を開催し、当部会も積極的に参加した。 

・「特殊車両通行許可制度について」（日本道路交通情報センター調査部参事兼次長 江田重之氏） 

・「基準緩和認定要領の一部改正等について」（国土交通省関東運輸局 自動車技術安全部技術課

技術係長 関口明氏） 

(8) 平成３１年３月４日に、トラックドライバー及び従業員の健康起因事故対策のため、「脳血管疾患

対策セミナー」を開催した。 

・「運送事業者が取り組むべき脳血管疾患対策セミナー」（ＳＯＭＰＯリスクマネジメント㈱     

自動車コンサルティング部担当部長 中濱春樹氏） 

  (9) 平成３０年６月２８日、同８月６日、同９月１９日、同１０月２９日、同１１月２９日、平成３

１年１月３０日に安全環境委員会を開催し、トレーラの安全対策フォーラムの開催準備や日本鉄鋼

連盟との対応、新年賀詞交歓会、大型車通行適正化に向けた関東地域連絡協議会、車両制限令違反

者に対する大口・多頻度割引停止措置等の見直し、大型車誘導区間の追加要望、トラック受渡条件

後の荷卸作業等について審議した。 

  (10) 平成３０年４月２０日、同５月１７日、同６月１８日、同７月１７日、８月８日、同９月２６日、

同１０月３１日、同１１月２０日、同１２月２６日、平成３１年１月３１日、同３月５日､同３月２

７日に日本鉄鋼連盟との定例連絡会を開催し、特殊車両に関する課題等の情報の共有化を図るとと

もに、国土交通省等との意見交換を通じて、大型車誘導区間の要望実現とともに、トラック受渡条

件後の荷卸作業改善に向けて鋭意取り組んだ。 

 

３．木材専門部会 

  (1) 平成３０年４月２６日に役員会を開催し、通常総会の提出議案等について審議するとともに、６

月１日一部改正の輸送安全規則、７月１日からの行政処分基準引上げ、荷主へのトラック事業者と

の適正取引及び労働時間ルールへのご理解とご協力お願いについて資料を基に意見交換を行った。 

  (2) 平成３０年６月７日に通常総会を開催し、任期満了に伴う役員の改選について審議し、部会長以

下全員留任が決定した。平成３０年度事業計画では、安全輸送・事故防止のほか環境・経営改善へ

の取り組み、雇用対策に関する施策を推進し、輸送秩序の確立へ向けて努力するほか、安全性優良

事業所の認定に向けて啓発活動を行うとともにエコドライブ活動を継続、優良従業員表彰制度を継

続実施、また、特車通行許可制度及び各種法令遵守のための研修会参加などのほか、セーフティド

ライバー・コンテスト無事故無違反達成者の表彰所等に補助支援への取り組みを決定した。また、



その他として、最近の社会的規制の強化をテーマに、業界を取り巻く環境における従業員等の時間

外勤務の規制、標準貨物自動車運送約款等の改正（運賃と料金の明確な区分）、従業員の指定休暇の

義務化並びに年間残業時間の制限のほか、貨物自動車輸送安全規則の改正、行政処分の強化（改善

告示違反に対する処分及び未改善等問題）、スペアタイヤ点検（タイヤ落下事故防止）、ホイールボ

ルト締め付け点検、働き方改革等における関係省庁との連携について情報提供を行うとともに意見

交換を行った。 

  (3) 平成３１年２月１２日に特殊車両に関係する部会が合同で開催した「特殊車両通行許可制度に関

する研修会」に当専門部会も積極的に参加し、特殊車両の通行適正化等について講義を受けた。 

   

４．ダンプ専門部会 

  (1) 平成３０年４月４日に全体会議を開催し、通常総会の提出議案について審議した。 

  (2) 平成３０年６月５日に通常総会を開催し、部会長に吉本昌且氏(京浜運送株式会社)を選任し、平

成３０年度事業計画（交通事故防止・過積載防止対策、営業用ダンプの優先利用啓発等）等を決定

した。 

  (3) 平成３０年９月３日に全日本トラック協会ダンプトラック部会通常総会に出席し（１名）、平成  

３０年度事業計画（被災地復旧・復興、営業用ダンプトラックの優先利用等）等を決定した。また、

通常総会終了後、下記の研修会に出席した。 

・「ダンプトラック業界を取り巻く当面する諸課題等について」（国土交通省自動車局貨物課長 

平嶋隆司氏） 

  (4) 平成３０年１２月５日に全体会議を開催し、当面の諸課題について審議した。また、事務局より

被災地復旧・復興分科会、標準貨物自動車運送約款改正等について説明し、情報・意見交換を行っ

た。 

  (5) 平成３１年２月１２日に特殊車両に関係する部会と合同で、「特殊車両通行許可制度に関する研修

会」を開催し、当部会もむ積極的に参加した。 

・「特殊車両通行許可制度について」（日本道路交通情報センター調査部参事兼次長 江田重之 

氏） 

・「基準緩和認定要領の一部改正等について」（国土交通省関東運輸局 自動車技術安全部技術課

技術係長 関口明氏） 

 

５．生コン専門部会 

  (1) 平成３０年５月１８日に正副部会長・監事合同会議を開催し、通常総会に提出する議案及び活動

方針について審議を行った。 

  (2) 平成３０年６月２７日に通常総会を開催した（出席者８社１０名）。通常総会では、役員の一部変

更について審議し、副部会長の尾形廣二郞氏（三多摩トランスポート㈱）の社内人事交替により副

部会長を退任し、山﨑光秀氏（三多摩トランスポート㈱）が新委員に就任した。 



平成３０年度事業計画では、全日本トラック協会 生コンクリート輸送部会及び関係団体と連携

した研修会、生コンクリート輸送車両の定量積載運行や交通法規の遵守による輸送秩序の確立、事

故防止の徹底、輸送効率向上と環境負荷低減を考慮した生コンクリート輸送車両の開発に関する車

両メーカーとの意見交換の実施検討などに取り組むことを決定した。 

また、研修会では、部会担当役員より行政処分等の基準、睡眠不足に起因する事故の防止対策、

自動車点検基準等の一部改正､整備管理者の研修について新しい情報を提供､出席者より種々意見交

換を行った。 

  (3) 平成３０年９月１８日に開催の全日本トラック協会 生コンクリート輸送部会の通常総会及び研

修会に出席した（当部会出席者１０名）。研修会では、全国生コンクリート工業組合連合会､全国生

コンクリート協同組合連合会黒澤部長より、「生コンクリート業界の現状について」資料に基づき、

業界を取り巻く環境について説明を受けた後、各地の生コンクリート輸送事業者と意見交換を行っ

た。 

  (4) 平成３１年２月１２日に特殊車両に関係する部会と合同で、「特殊車両通行許可制度に関する研修

会」を開催し、当部会も積極的に参加した。 

・「特殊車両通行許可制度について」（日本道路交通情報センター調査部参事兼次長 江田重之氏） 

・「基準緩和認定要領の一部改正等について」（国土交通省関東運輸局 自動車技術安全部技術課

技術係長 関口明氏） 

  (6) 平成３１年３月１９日に開催の全ト協セメント部会並びに生コンクリート輸送部会、合同研修会

に出席した（当部会出席者１１名）。同研修会では、「働き方改革に関連した法律改正について」を

テーマに弁護士石井妙子氏、説明がなされた後、意見交換を行った。 

    

６．都庁・区役所専門部会 

  (1) 平成３０年４月１３日に役員会を開催し（出席者８名）、通常総会の開催日程、開催場所及び提出

議案について審議した。また、事務局から、東京２０２０オリンピック・パラリンピック大会に向

けた輸送計画の検討状況ついて説明し、対応方を協議した。 

  (2) 平成３０年６月２１日に通常総会及び研修会を開催した（出席者１３名）。通常総会では、地方公

共団体等が発注するトラック輸送契約の競争入札において、届出運賃・料金の範囲を逸脱した過度

の値引きによる公平性を書いた契約が行われることのないよう、地元を本拠とし、社会保険の加入

等、コンプライアンスを徹底しているトラック運送事業者が運送コストに見合った適正な運賃・料

金で応札できるよう、輸送秩序の確立に努めることや、トラック運送業界及び官公需業務輸送の情

勢に即した研修会を開催すること等を決定した。また、研修会では、並木勝市常務理事からトラッ

ク運送業界を取り巻く状況と東ト協の取り組みについて説明を受けた。 

  (3) 平成３１年２月１８日に研修会を開催し（出席者１１名）、社会保険労務士法人 NACマネジメント

研究所の小林弘和代表社員・所長から、①「定年後再雇用の賃金引き下げ～最高裁判決から考える

～」、②「働き方改革等の関連について」をテーマとしてご講演頂いた。 



７．重量品専門部会 

  (1) 平成３０年５月１６日に通常総会を開催し、部会長に内宮昌利氏（内宮運輸機工株式会社）を選

任したほか、平成３０年度事業計画（特車通行条件の緩和、車両総重量規制緩和の検討、道路情報

便覧収録要望等）等を決定した。総会終了後、今後の行政等への新たな要望や関東地方整備局との

意見交換会についての意見交換を行った。 

  (2) 平成３０年６月２１日に全日本トラック協会重量部会通常総会に出席した（８名）。また、総会終

了後に開催された研修会（「特殊車両通行許可制度について」（国土交通省道路局道路交通管理課車

両通行対策室長 山下 政浩氏））に参加した。 

  (3) 平成３０年１１月２６日に開催された全日本トラック協会重量部会全国実務担当者研修会に当専

門部会も積極的に参加した。 

   ・「人間工学を活用した物流オペレーション改善について」（東京海上日動株式会社海上業務部次

長 堀内伸氏） 

・「基準緩和自動車の適正使用に向けた取組について」（国土交通省自動車局技術政策課 課長補

佐 吉池明人氏） 

(4) 平成３０年１１月１３日に経営者研修会（「トラック業界における働き方改革と行政の取組等に

ついて」（国土交通省関東運輸局東京運輸支局 支局長 高山和征氏））を開催し、その後の意見交

換を含めて研修を行った。 

  (5) 平成３１年２月１２日に特殊車両に関係する部会と合同で、「特殊車両通行許可制度に関する研修

会」を開催し、当部会も積極的に参加した。 

・「特殊車両通行許可制度について」日本道路交通情報センター調査部参事兼次長 江田重之氏） 

・「基準緩和認定要領の一部改正等について」（国土交通省関東運輸局 自動車技術安全部技術課

技術係長 関口明氏） 

  (6) 平成３１年２月７日に開催された全日本トラック協会重量部会経営者研修会（「公的支援制度の活

用で本業以外の利益を生み出す」（株式会社エフアンドエム営業推進本部西日本営業第一部川崎征人

氏））に当専門部会も積極的に参加し、研修と各地の経営者と情報・意見交換を行った。 

  (7) 平成３０年９月１２日に国土交通省関東地方整備局道路部交通対策課と関東・甲信越の各県重量

部会の部会長との間で、前回の意見交換会の見解を踏まえて、その後の進捗状況を確認した後、各

県で抱えている諸問題の中で事前検討した要望・意見に基づき、意見交換を行った。 

  (8) 平成３１年２月１９日に国土交通省関東地方整備局道路部交通対策課と関東・甲信越の各県重量

部会の部会長との間で、まず「オンライン申請」に関する意見交換後、前回の意見交換会の見解を

踏まえて、その後の進捗状況を確認した上で、各県で抱えている諸問題の中で事前検討した要望・

意見に基づき、意見交換を行った。 

 

８．タンクトラック専門部会 

  (1) 平成３０年５月２９日開催の第１回委員会において、通常総会開催日時・場所及び提出議案につ



いて検討し、原案一部を訂正し、総会に提案することとした。 

  (2) 平成３０年５月２９日開催の全日本トラック協会 タンクトラック・高圧ガス部会の通常総会及び

研修会に出席した（当部会出席者１０名）。 

通常総会では、平成２９年度事業報告（案）及び平成３０年度事業計画（案）について、それぞ

れ原案のとおり承認された。役員の選任では、新たに副部会長の増員として東ト協タンクトラック

専門部会長の神保義昭氏を選任することが承認決定した。次年度総会開催地については、「愛知県」

での開催が承認された。 

また、通常総会終了後に開催された研修会に参加し、総務省消防庁危険物保安室長 渡辺剛英氏

の「危険物の移送時等の安全確保の推進について」をテーマにした研修会が行われ、移動タンク貯

蔵所の定期検査の時期について、見直しを検討中とも説明があった。 

  (3) 平成３０年７月５日に通常総会をロイヤルパークホテルにて開催（出席者１９社）。通常総会では、

役員の増員について諮ったところ、委員４名の増員が決定した。平成３０年度事業計画では、全日

本トラック協会タンクトラック・高圧ガス部会の活動方針を踏まえた上で、神ト協タンクトラック・

高圧ガス部会とも連携し、「危険物荷卸し時相互立会い推進全国一斉キャンペーン」の実施、危険物

輸送の事故防止を図るための関係官庁との情報交換の実施、大規模地震発生等の緊急時に伴う復

旧・復興協力要請への対応、高圧ガス保安協会等関係団体からの事故防止啓発活動への協力、各種

研修会等の開催、特殊車両通行の適正な実施、長時間労働問題などについて取り組むことを決定し

た。また、総会後の研修会では、神ト協タンクトラック・高圧ガス部会正副部会長の幹部にも同席

いただき、ＮＡＣマネジメント研究所小林弘和代表社員より、「定年後の再雇用及び契約社員等の労

働問題について」をテーマに①平成３０年６月１日最高裁判決、紛争の根拠法律、②同一労働同一

賃金問題及び同ガイドラインの具体的な解説と対応について、③働き方改革関連法案のポイント並

びに労基法の改正案等への対応について講義を受け、出席者と質疑応答を行った。 

  (4) 毒物劇物に関する事項への対応（東京都福祉保健局等）について連絡があったので、部会員へ都

度通達等について周知した。 

  (5) 東京都高圧ガス保安協会、危険物保安技術協会、東京防災救急協会等への協力について 

・「平成３０年度高圧ガス保送指導員等保安講習（一般ガス）の案内」、「単独荷卸しに係る運行

管理者等研修会の開催について」、「２０１９年度中の危険物取扱者の受験準備講習会の開催につい

て」当該関係団体から依頼があったので、部会員に周知した。また、東京消防庁予防部から「平成

３０年度危険物安全週間に対する協力について（依頼）」も、部会員に通知した。 

  (6) 危険物荷卸し時における事故を防止するため、荷卸しを行う側と受ける側の危険物取扱者の相互

立会いを求める「平成３０年度危険物荷卸し時相互立会い推進全国一斉キャンペーン」を関係機関

の共催及び協賛により、平成３０年１１月１日から１１月１４日まで実施した。当該期間中は、当

部会会員事業者の運転者及び従業員に対して、荷卸し時の相互立会いを提示した新啓発チラシの荷

卸し先への配布、チェックシートによる相互立会い実施の確認、キャンペーン実施結果についての

アンケート調査の実施を求めた。その後、全日本トラック協会タンクトラック・高圧ガス部会で取



りまとめた「平成３０年度危険物荷卸し時相互立会い推進全国一斉キャンペーン」の全国実施結果

を部会員に配布した。 

  (7) 大規模災害対策の一環として全国石油商業組合連合会(全石連)を中心に、石油連盟や全日本トラ

ック協会が協賛し、内閣府、資源エネルギー庁、国土交通省が後援し、「満タン＆灯油プラス１缶運

動」については、万一の大災害発生時に、あらかじめ各家庭が車両にガソリンを満タンに蓄え、灯

油１缶分を備蓄することで当座の混乱に備えようと啓発活動であることから、本年度も６月２９日

付け部会員に協力要請した。 

  (8) 平成３０年６月、７月に関東地方整備局道路部ホームページ上に埼玉県内、千葉県内、東京都内

の主要道路でのアンダーパス部の冠水注意箇所についての掲示があり、その都度、緊急時には活用

に供するよう部会員に連絡した。 

  (9) 全日本トラック協会を通じて、消防庁、高圧ガス保安協会等より消防危険物、高圧ガス、毒劇物、

火薬類及び届出対象病原体等を運搬する車両を対象に１１月の１か月間、指導取締りを実施する旨

の連絡があったので、部会員に関連文書を送付のうえ、周知を図った。その後、平成３１年１月     

３０日付け、消防庁危険物保安室で取りまとめた「移動タンク貯蔵所等に対する立入検査結果」報

告が全ト協を通じてあり、平成３１年２月２０日付け、部会員に通知し、輸送中の危険物の保安確

保について徹底を図った。また、平成３０年１２月２７日付け消防庁危険物保安室より「移動タン

ク貯蔵所からの荷卸し時に係る事故防止の徹底について」全ト協を通じて通知があり、平成３１年

１月、部会員に通知した 

  (10) 平成３１年１月２９日、東京都福祉保健局主催の「一都三県毒物劇物運送業者（要届出業務上取

扱者）講習会」が武蔵野公会堂ホールにて開催され、「毒物劇物業務上取扱者（運送業）の順守事項」、

「高圧ガス保安法における移動基準」、「消防法における危険物の運搬」等についての講習に部会員

が出席し、講義を受けた。 

  (11) 平成３１年２月１２日に特殊車両に関係する部会と合同で、「特殊車両通行許可制度に関する研

修会」を開催し、当専門部会も積極的に１８名参加した。 

・「特殊車両通行許可制度について」日本道路交通情報センター調査部参事兼次長 江田重之氏） 

・「基準緩和認定要領の一部改正等について」（国土交通省関東運輸局 自動車技術安全部技術課

技術係長 関口明氏） 

  (12) 平成３１年３月１５日に横浜ベイシェラトンホテル＆タワーズで開催された神奈川県トラック

協会タンクトラック・高圧ガス部会の研修会（「事業用貨物自動車の事故状況について」神奈川県警

察本部交通総務課担当官）に当専門部会の正副部会長が参加し、講義を受けた。 

 

９．食糧専門部会 

  (1) 米穀委員会 

     平成３０年８月３日、１２月１０日に定例会を開催し、経営上の問題点等について協議した。 

  (2) 麦・粉委員会 



   ① 平成３０年６月１５日の委員会で、委員長に伊藤幸一氏（日東富士運輸株式会社）を選任した。 

    ② 平成３０年８月２１日、同１１月２０日、平成３１年３月７日に委員会を開催し、麦・粉輸送業

界の最近の諸情勢、長時間労働改善、計画的な年休取得に向けた研究、効率的に人材確保等につ

いて情報・意見交換を行った。 

    ③ 平成３１年２月１２日に特殊車両に関係する部会と合同で、「特殊車両通行許可制度に関する研

修会」を開催し、当委員会も積極的に参加した。 

・「特殊車両通行許可制度について」（日本道路交通情報センター調査部参事兼次長 江田重之氏） 

・「基準緩和認定要領の一部改正等について」（国土交通省関東運輸局 自動車技術安全部技術課

技術係長 関口明氏） 

  (3) 砂糖委員会 

    ① 平成３０年６月２３日に委員会を開催し、砂糖輸送業界の最近の諸情勢等について情報・意見交

換を行った。また、平成３１年３月に平成３０年５月公布の商法の改正に伴う平成３１年４月１

日付け標準貨物運送約款等が改正実施から、委員に連絡し、新運送約款の対応の確認を行った。 

    ② 平成３１年２月１２日に開催された「特殊車両通行許可制度に関する研修会」に当専門部会も積

極的に参加した。 

     

10．セメント専門部会 

  (1) 平成３０年６月１１日に通常総会を開催した（出席者９社１１名）。平成３０年度事業計画につい

ては、トラック運送業界及びセメント輸送業界の情勢に即した研修会（労務問題など）を開催し、

問題意識の共有化を図るとともに、他の専門部会と合同で特殊車両通行許可制度に関する研修会を

行い、同制度及び特殊車両に係る諸課題について認識を深め、全日本トラック協会 セメント部会内

に設置のワーキングループへの参画などに取り組む事業計画を決定した。また、通常総会では、役

員の一部変更について、委員及び監事の交替並びに全ト協セメント部会推薦委員変更について議場

に諮ったところ、委員の新興運輸倉庫㈱常務取締役 佐藤 博氏から新興運輸倉庫㈱社長 髙山卓也

氏が新委員就任、並びに全ト協セメント部会推薦委員に、監事の東海運㈱前事業部長 村上房徳氏

から東海運㈱東京陸運事業部長 八木博氏が新監事に就任することが承認決定された。 

(2) 平成３０年７月２７日に大阪駅前第３ビルにて開催された全日本トラック協会 セメント部会の

通常総会に参加した（当部会出席者７名）。通常総会後の研修会では、セメント協会 調査・企画部

門リーダーの遠田雅章氏、木下奈津氏より、「セメント業界の現状と今後の動向について」をテー

マにセメントの需給動向と今後の見通しについて説明を受け、各地からの出席者と意見交換を行っ

た。 

  (3) 平成３０年６月、７月に関東地方整備局道路部ホームページ上に埼玉県内、千葉県内、東京都内

の主要道路でのアンダーパス部の冠水注意箇所についての掲示があったので、部会員に連絡した。 

  (4) 平成３１年２月１２日に他の専門部会と合同で特殊車両通行許可制度に関する研修会を開催した

（当部会出席者７名）。 



・「特殊車両通行許可制度について」日本道路交通情報センター調査部参事兼次長 江田重之 氏） 

・「基準緩和認定要領の一部改正等について」（国土交通省関東運輸局 自動車技術安全部技術課技

術係長 関口明氏）。 

  (5) 平成３１年３月１９日に開催の全ト協セメント部会並びに生コンクリート輸送部会、合同研修会

に出席した（当部会出席者１２名）。同研修会では、「働き方改革に関連した法律改正について」を

テーマに弁護士石井妙子氏より説明がなされた後、意見交換を行った。 

  (6) 平成３０年１１月危険物運搬車両に対する指導取締り強化月間において道路交通法等違反に対す

る指導取締の実施のほか道路通行規制、等情報について概ねＥ－メールにて情報提供した。 

   

11．食料・酒類飲料専門部会 

  (1) 平成３０年４月２３日に役員会を開催し（出席者６名）、通常総会に提出する議案及び活動方針に

ついて審議した。その後総会後の研修会のテーマ等について審議し、対応方を協議した。 

  (2) 平成３０年６月２７日に通常総会及び研修会を開催した（出席者１２名）。通常総会では、中西弘

毅部会長（日本ロジテム株式会社）が議長となり、平成３０年度事業計画（トラック運送業界及び

食料・酒類飲料輸送業界の情勢に即した研修会（座学・見学会等）の開催、全日本トラック協会食

料品部会や関係団体と連携し、荷役作業時の事故防止や輸送品の品質向上及び衛生管理の徹底等）

を決定した。研修会では、株式会社日通総研 Research & consulting serviceＵnit principal 

consultantの金澤匡晃氏から、「トラック運送事業を取り巻く状況」について説明を受けた。 

  (3) 平成３０年８月１日に開催された全日本トラック協会食料品部会の通常総会及び講演会に出席し

（出席者３名）、各県出席者と意見交換を行った。 

（講演会） 

・「公的支援制度の活用で本業以外の利益を生み出す」（株式会社エフアンドエム 営業推進本部

東日本営業三部 石川達也氏） 

  (4) 平成３１年２月１２日に特殊車両に関係する部会と合同で、「特殊車両通行許可制度に関する研修

会」を開催し、当部会も積極的に参加した。 

・「特殊車両通行許可制度について」（日本道路交通情報センター調査部参事兼次長 江田重之氏） 

・「基準緩和認定要領の一部改正等について」（国土交通省関東運輸局 自動車技術安全部技術課

技術係長 関口明氏） 

  (5) 平成３１年２月１８日に見学・研修会を開催し（出席者１１名）、東京都中央卸売市場（豊洲市場）

を訪問して、担当者から閉鎖型温度管理設備等施設概要について説明を受けるとともに、水産卸売

場棟・水産仲卸売場棟・青果棟の各棟施設についてそれぞれ見学し、説明を受けた。 

 

12．出版・印刷・製本・取次専門部会 

(1) 平成３０年５月１５日に役員会（全体会議）を開催し（出席者１６名）、通常総会に提出する議

案及び活動方針について審議した。また、事務局から、標準貨物自動車運送約款の改正について説



明し、対応方を協議した。 

  (2) 平成３０年６月８日に役員会（全体会議）を開催し（出席者１５名）、第４０回出版物関係輸送懇

談会の運営方について協議した。 

  (3) 平成３０年６月８日に通常総会及び日本雑誌協会との意見交換会を開催した。通常総会では、出

版物輸送の現状について荷主と問題意識を共有するため、荷主団体との懇談会（出版物関係輸送懇

談会）を開催することや、荷主団体が主催する会合（出版物流協議会等）に積極的に参加し、出版

業界における取り組みについての認識を深めることを決定した。また、意見交換会では、日本雑誌

協会物流委員会の勝野聡委員長、仲川広樹副委員長、坂本隆専務理事、山田英樹事務局長と今後の

出版物輸送のあり方について意見交換を行った。 

  (3) 平成３０年８月８日に役員会（全体会議）を開催し（出席者１４名）、第４０回出版物関係輸送懇

談会の運営方、輸送業界の実態に関してのアンケートについて協議した。 

  (4) 平成３０年８月２１日に第４０回出版物関係輸送懇談会を開催し（部会出席者１６名、荷主等関

連団体出席者３６名）、事務局から「トラック運送業界を取り巻く最近の状況について」を説明し、

その後、各団体と「経営の岐路に立つ出版物輸送～現実味を帯びる出版物輸送からの撤退～」をテ

ーマとして意見交換を行った。 

  (5) 平成３０年１０月１９日に役員会（全体会議）を開催し（出席者１３名）、第４０回出版物関係輸

送懇談会を終えて、現状や今後の課題、部会の対応等について協議した。 

  (6) 平成３１年１月２９日に役員会（全体会議）を開催し（出席者１３名）、２月８日に開催される日

本雑誌協会主催の出版物流協議会のテーマ及び当部会からの発表内容について協議した。 

  (7) 平成３１年２月８日に開催された日本雑誌協会主催の出版物流協議会に出席した（部会出席者１

４名）。同協議会では、各団体から現況の報告が行われ、東ト協出版・印刷・製本・取次専門部会か

らは瀧澤賢司部会長、綿谷正幸委員がトラック運送業界の現状について発表し、今後の出版物流の

課題と展望について各荷主団体と意見交換を行った。 

 

13．紙・パルプ専門部会 

  (1) 平成３０年４月２０日に役員会を開催し（出席者１１名）、通常総会に提出する議案及び活動方針

について審議した。また、事務局から、標準貨物自動車運送約款の改正について説明し、対応方を

協議した。 

  (2) 平成３０年５月８日に役員会を開催し（出席者１２名）、通常総会終了後の研修会の内容や、荷主

団体との合同研修会について審議した。 

  (3) 平成３０年６月１８日に通常総会及び研修会を開催した（出席者１９名）。通常総会では、納入先

における荷渡し方法や契約に基づかない付帯作業の現状把握に努め、荷主団体への申し入れ等を通

じて業務環境の改善をはかることや、紙・パルプ輸送事業者が直面する課題について荷主と問題意

識の共有化をはかることを目的とした合同研修会を開催することを決定した。研修会では、公益社

団法人全日本トラック協会企画部の小川裕史次長より、トラック運送業界の働き方改革実現に向け



たアクションプランについて説明を受け、対応方を協議した。 

  (3) 平成３０年９月２１日に役員会を開催し（出席者１０名）、荷主団体との合同研修会の運営方や今

後の活動方針について審議した。 

  (4) 平成３０年１１月２１日に荷主団体である日本製紙連合会及び東京洋紙代理店会の各物流委員会

と合同で研修会を開催した（部会出席者３９名、荷主団体出席者３２名）。研修会では、株式会社日

通総合研究所の大島弘明取締役から、「トラック運送業界の現状と諸課題について」、国土交通省関

東運輸局自動車交通部の飯塚正芳貨物課長から、「トラック運送業界における働き方改革と行政の取

組等について」説明を受けた。 

  (5) 平成３１年２月１２日に特殊車両に関係する部会と合同で、「特殊車両通行許可制度に関する研修

会」を開催し、当専門部会も積極的に参加した。 

・「特殊車両通行許可制度について」（日本道路交通情報センター調査部参事兼次長 江田重之氏） 

・「基準緩和認定要領等について」（国土交通省 関東運輸局 自動車技術安全部 技術課 技術係長

関口明氏） 

 

14．建設専門部会 

  (1) 平成３０年６月１８日に通常総会を開催し、平成３０年度事業計画等を決定し、交通事故や労働

災害を防止する観点から建設現場における労災防止のため、資格取得促進を目的として各種技能講

習などの受講者に対する補助対象（１件当り３,０００円）の講習、①玉掛技能、②小型移動式クレ

ーン運転技能等講習、③フォークリフト運転技能、④はい作業主任者技能、⑤安全管理者選任時研

修、⑥積み卸し作業指揮者に対する安全教育など講習補助を推し進めることとした。 

    また、荷待ち時間､積卸し作業､附帯業務は､「有料」と掲載のＰＲ紙、点呼記録簿の記載事項に

『睡眠不足の状況』を追加、大震災（震度６弱以上）が発生したら ～警視庁からのお願い～、フォ

ークリフト運転等技能講習･安全衛生教育案内（平成３０年７月～９月）等についての意見交換がな

された。 

  (2) 平成３０年６月、７月に関東地方整備局道路部ホームページ上に埼玉県内、千葉県内、東京都内

の主要道路でのアンダーパス部の冠水注意箇所についての掲示があったので、部会員に連絡した。 

 (3) 平成３０年５月２５日公布の商法の改正に伴って、平成３１年４月１日付け標準貨物運送約款等

が改正実施となることから、新運送約款についての対応等を依頼した。 

  (4) 毎年、建設現場における労働災害を防止するため、玉掛技能資格及び小型移動式クレーン運転技

能資格等の取得促進を目的に、フォークリフト運転技能講習受講者（資格取得者）に補助を行った

（１社４名）。 

 

15．生鮮食料品専門部会 

  (1) 平成３０年８月１日に開催された全日本トラック協会食料品部会の通常総会及び講演会に出席し

（出席者３名）、各県出席者と意見交換を行った。 



（講演会） 

・「公的支援制度の活用で本業以外の利益を生み出す」（株式会社エフアンドエム 営業推進本部

東日本営業三部 石川達也氏） 

  (2) 生鮮食品輸送業者の団体として東京都・業界団体が主催する各会議に代表者が出席し、豊洲市場

の場内物流効率化や新たなルール作り等に関する意見交換を行った。 

 

16．海上コンテナ専門部会 

  (1) 東京港周辺道路におけるゴミ投棄の防止を目的として、業務委員会が東京港周辺道路におけるゴ

ミ投棄撲滅キャンペーン及び清掃活動を実施した（キャンペーン１回、清掃活動１回）。キャンペー

ンでは、コンテナターミナルのゲート前等でトラック運転者に対してゴミ投棄の撲滅を呼びかける

チラシ及びノベルティーグッズを配布した。清掃活動では、東京港周辺道路のゴミ（排泄物を除く）

を７０リットルのゴミ袋で７袋分収集した。 

  (2) 連休前後及び年末年始の繁忙期や荒天時等、コンテナ貨物輸送量の増大により混雑・長時間待機

が発生する時期に合わせ、業務委員会より東京港各コンテナターミナルに対してゲートオープン時

間の延長をはじめとした対応を要請し（計９回）、海上コンテナ陸上輸送の円滑化をはかった。 

  (3) 東京港における海上コンテナ車両の長時間待機の状況を可視化し、コンテナターミナルや行政等

に対して改善を要求する際の基礎データとすることを目的として、東京都・神奈川県・茨城県・栃

木県・群馬県・埼玉県・千葉県・山梨県の各トラック協会の海上コンテナ部会に所属する事業者を

対象に、東京港各コンテナターミナルにおける並び始めからゲートアウトまでに要した時間を調査

した（第１２回調査：平成３０年５月７日から５月２５日まで、第１３回調査：平成３０年１２月

５日から１２月２６日まで）。また、調査結果を東ト協ホームページ上で公表した。 

  (4) 東京港における海上コンテナ車両の運行回転率を把握するため、役員及び業務委員店社を対象と

して、平成３０年３月中の海上コンテナ車両（自車・傭車）の運行稼働台数調査を実施し、結果を

東ト協のホームページ上で公表した。 

  (5) トラック運送業界における労働力不足や海上コンテナセミトレーラ運転者の高齢化の実態を把握

するため、関東トラック協会海上コンテナ部会が実施した「運転者年齢別在籍人数等調査」に協力

した。本調査は、平成３０年３月末現在の海上コンテナセミトレーラ運転者の在籍人数と平成２９

年度中に新規採用及び退職した海上コンテナセミトレーラ運転者の人数を年齢別に把握するもので、

結果を東ト協のホームページ上で公開した。 

  (6) 定例役員会（年間９回）及び定例業務委員会（年間１２回）を開催し、東京港における海上コン

テナ車両の長時間待機問題をはじめとした各種課題の改善策等を審議した。 

  (7) 平成３０年６月６日に通常総会を開催した（出席者６６名）。通常総会では、東京港における各コ

ンテナターミナル及び周辺道路の混雑・長時間待機問題をはじめとした諸課題につき、行政やター

ミナルオペレーター等関係各機関に対する改善申し入れやその基礎データとなる調査・研究を行う

とともに、各種マスメディアを通じて海上コンテナ陸上輸送事業者の置かれている窮状や現状打開



に向けた取り組み等を積極的に訴えかける、緊締装置４点ロックの確実な実施や国際海上コンテナ

の陸上における安全輸送ガイドラインの遵守を通じて、トラクタ・トレーラの挙動特性を踏まえた

安全な車両運行を徹底し、トレーラの横転事故やコンテナの落下事故の撲滅を目指す、特殊車両通

行許可制度に関する研修会への参加を通じて、特殊車両の通行適正化の再徹底をはかる、関東トラ

ック協会海上コンテナ部会と連携し、東京港における混雑・長時間待機問題の早期解消に向けた取

り組みを推進する、トラック運送業界における運転者不足や海上コンテナ陸上輸送業界における運

転者の高齢化等の諸課題に関する実態調査を実施する、大井新待機場、ストックヤード等の運用に

ついては、積極的に行政へ意見反映を行い、部会として納得のいく対応を強く求めていく、    

２０２０年オリンピック・パラリンピック開催を控え、海上コンテナ輸送に関る具体的な問題につ

いて、積極的に行政へ意見反映を行い、部会として納得のいく対応を強く求めていくことを決定し

た。 

  (8) 平成３０年５月３１日及び同７月５日、平成３１年２月４日に開催された全日本トラック協会海

上コンテナ部会の正副部会長及び各トラック協会海上コンテナ部会長合同会議に参加した。また、

平成３０年７月５日に開催された通常総会に出席し（当部会出席者５名）、各地からの出席者と意見

交換を行った。さらに、翌日（同７月６日）に博多港の視察研修会に参加し、香椎パークポートコ

ンテナターミナル、アイランドシティコンテナターミナルの視察を行った。 

  (9) 関係団体等が主催する各種会合（国土交通省関東運輸局主催「国際海上コンテナの陸上輸送の安

全確保のための関東地方連絡会議」、警視庁東京湾岸警察署主催「東京湾岸交通対策会議」、東京都

港湾振興協会主催「東京都港湾局等事業説明会」「東京港振興促進協議会幹事会」等）に参加し、海

上コンテナ陸上輸送事業者の立場から東京港各コンテナターミナル及び周辺道路における混雑・長

時間待機の解消やコンテナ物流の効率化、事故の撲滅等について提言を行った。 

  (10) 平成３１年２月１２日に特殊車両に関係する部会と合同で、「特殊車両通行許可制度に関する研

修会」を開催し、当専門部会も積極的に参加した。 

・「特殊車両通行許可制度について」（日本道路交通情報センター調査部参事兼次長 江田重之氏） 

・「基準緩和認定要領等について」（国土交通省 関東運輸局 自動車技術安全部 技術課 技術係長

関口明氏） 

   

17．鉄骨・橋梁専門部会 

  (1) 平成３０年６月４日に役員会を開催し、平成３０年度通常総会の開催日時・場所及び提案する議

案について検討した。また、最近の事業者が実施する事項については、６月１日より貨物自動車運

送事業輸送安全規則の一部改正が実施され、運転者の睡眠不足に起因する事故の防止対策において

事業者が乗務員の乗務前等に行う点呼では報告を求め、確認を行い、睡眠不足の乗務員を乗務させ

ない事項の徹底について、さらに重要物流道路制度の創設に係る国土交通省の資料を基に意見交換

を行った。 

  (2) 平成３０年９月１０日に通常総会を開催し、平成２９年度事業報告及び収支決算の承認について



審議し、議長が諮った結果、承認・決定された。平成３０年度事業計画及び収支予算の決定につい

て審議し、議長が諮った結果、承認・決定された。 

 (3) 平成３０年９月１９日に開催された全日本トラック協会 鉄骨・橋梁部会の通常総会及び意見交換

会に出席した（出席者５名）。平成２９年度事業報告及び平成３０年度事業計画について各々審議し、

議長が諮った結果、承認された。制限外積載許可における許可期間の延長に関する要望について全

ト協事務局より報告があった。議事終了後、日本橋梁建設協会 技術委員会との意見交換会が開催さ

れ、橋梁輸送におけるコンプライアンス遵守に向けた方策に関する意見交換を行った 

  (4) 平成３１年２月１２日に他の専門部会と合同で特殊車両通行許可制度に関する研修会を開催した

（出席者４名）。 

・「特殊車両通行許可制度について」（日本道路交通情報センター調査部参事兼次長 江田重之氏） 

・「基準緩和認定要領の一部改正等について」（国土交通省関東運輸局 自動車技術安全部技術課

技術係長 関口明氏）） 

  (5) 豪雨等による冠水する道路等が増えていることから、平成３０年６月、７月に関東地方整備局道

路部ホームページ上に埼玉県内、千葉県内、東京都内の主要道路でのアンダーパス部の冠水注意箇

所についての掲示があり、部会員に連絡した。 

 

18．引越専門部会 

  (1) 平成３０年４月２４日に役員・二委員会合同会議を開催し、通常総会の提出議案について審議す

るとともに、事務局より「標準引越運送約款の改正」、平成３０年度｢引越事業者優良認定制度｣申請

等について説明の上、情報・意見交換を行った。 

  (2) 平成３０年６月１日に通常総会を開催し、部会長に福本勝由氏(大作輸送株式会社)を選任したほ

か、平成３０年度事業計画（引越基本講習・引越管理者講習の開催充実、標準引越運送約款の改正

内容周知取組等）を決定した。また、通常総会終了後に研修会（｢引越事業者優良認定制度と標準引

越運送約款の改正について」（全日本トラック協会輸送事業部長 礎司郎氏）を開催した。 

  (3) 引越基本講習及び引越管理者講習を開催した。 

   （引越基本講習：計２回開催） 

① 平成３０年６月１３日（参加人員７３名） 

② 平成３０年１０月１６日（参加人員８１名） 

（引越管理者講習：計６回開催） 

① 平成３０年６月１９日（参加人員８１名） 

② 平成３０年７月２５日（参加人員６７名） 

③ 平成３０年１０月２３日（参加人員５２名） 

④ 平成３０年１１月１４日(参加人員２５名) 

⑤ 平成３０年１２月１１日（参加人員１８名） 

⑥  平成３１年１月１６日(参加人員１４名) 



  (4) 平成３０年９月６日に役員・二委員会合同会議を開催し、平成３０年度の引越講習実績（スケジ

ュールを含む）について説明したほか、平成３０年度研修会について審議し、標準引越運送約款改

正届出状況及び引越事業者優良認定制度の申請状況等を説明した。 

  (5) 平成３０年１１月１２日に「平成３０年度研修会」を開催した。 

・「運送業向けロジ勤怠システム ロジ勤怠ドライバーのご提案」（株式会社ロジ勤怠システム代

表取締役 高嶋民仁氏、営業部 太田聡氏） 

・「小型貨物自動車の安全支援システム／自動運転について」（三菱ふそうトラック・バス株式会

社南関東・信越ふそう板橋支店新車営業第二課マネージャー 元島健一氏） 

・「小型貨物自動車の先進安全装置」（いすゞ自動車首都圏株式会社稼働サポート部シニアスタッ

フ 坪井信次郎氏） 

  (6) 平成３１年１月２８日に役員・二委員会合同会議を開催し、平成３１年度の引越講習、平成３１

年引越繁忙期対策及び平成３０年度研修会の検証等について審議し、貨物自動車運送事業法改正、

標準引越運送約款改正届出状況、転居廃棄物（一般廃棄物）調査等について周知徹底を図った。 

  (7) 引越繁忙期を前に、全日本トラック協会が作成した「平成３１年引越事業者の実施事項」を平成

３１年２月に部会員に配布し、引越輸送の適正化を図った。また、部会員に役に立つ研修会を平成

３１年度も開催することとした。 

  (9) 平成３０年８月２７日及び１２月５日に「引越事業者優良認定制度運営委員会」を開催し、「平成

３０年豪雨」に関する変更申請の特例、制度規程や認定基準の改正審議等を行った。 

  (10) 平成３０年７月２５日と１１月２１日に「引越事業者優良認定制度審査委員会」を開催し、平成

３０年度認定審査等を行った。 

  (11) 引越輸送の向上のため、全日本トラック協会引越部会と連携を密にして、全日本トラック協会引

越関係会議や他県引越部会等、関係機関の運営に積極的に協力した。 

 


